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序言                
 
本制度は、温室効果ガス排出権取引分野における
世界のリーダーとしての英国の役割を確立するも

のである。これは世界で最初の経済界全体に及ぶ
制度となるだろう。私は本制度が英国の企業等に

刺激ある新しい市場をリードする無比の機会を与

えるものと確信している。 
 
世界の各国政府は、気候変動に関する行動目標を
再確認した。英国は過去においても、現在も、人

為的な二酸化炭素及びその他の温室効果ガスの排
出によって生じる気候変動の問題に取り組む努力

の最先端にいる。この排出権取引制度は、我々の

京都コミットメントを果し、又、2010 年迄に1990
年の水準より 20%二酸化炭素を削減する我国の目

標達成の方向に進んでいる英国の気候変動プログ
ラムの主要な部分である。政府は引き続き排出量

削減のために費用効果のある方法を考え、それを

実行するために、英国のビジネス界及びその他の
部門と協力して働くことに専念する。 
 
排出権取引は、費用効果的な革新と投資を刺激す

ることで市場が排出量を削減できる独特な手段で
ある。パイオニア的な役割を果す意志がある組織

を助けるために利用可能な奨励金―そして排出を

早期に削減する特別な努力を行なう者に対して相
当な長期的利益―によって、本制度に参加するこ

とは皆さんの組織にとって素晴らしい機会となる
であろうと確信している。 
 
マイケル・ミィーチャー 
環境大臣 
 

序                 
 
制度の概略  
 
温室効果ガスの排出権取引とは？  
 
英国政府はその気候変動プログラムの一端として、

温室効果ガス排出削減のために取引制度を導入し

つつある。これは世界で初めての経済界全体にわ
たる温室効果ガス取引制度のひとつになるだろう。 
 
世界の経済、社会、及び環境に重大な影響を与え

うる気候変動に取り組む必要性については広く合
意が見られる。今世紀の内に著しい排出削減を行

なうことは、危険な気候変動を回避するために必

要となるだろう。従って、政府は可能な限り最も
効率的な方法で温室効果ガスの排出量を削減する

政策を導入したいと考えている。排出権取引はこ
の中枢となる。 
 
排出権取引は市場ベースの政策手段であり、これ

は温室効果ガスを排出する者が最低限の費用でそ

の排出を減少させることを可能にする。この種の

政策手段は政府の従来の規制方式から離れるもの

である。古典的な「上限付取引（cap and trade）」
の取引制度の範囲で、参加者は上限レベルまで排

出量を削減することを要求する目標を引受ける。
それから各参加者はその上限に相当する排出権を

受ける。取引制度のなかで排出量削減が行われる

とき地理的な問題はないので、参加者には３つの
選択がある。即ち、 
 
・ 自社の排出量を減らすことで上限を満たす； 
 
・ 排出量をその上限以下に削減して余剰排出権

を売却又は預け入れる（bank）；或いは、 
 
・ その排出量を上限以上にしたまま他の参加者

から排出権を購入する。 
 
遵守を実証するとき、各参加者は少なくともその

排出量に等しい排出権を保有していなければなら

ない。その結果、制度全体を通して排出総量は上
限レベルの量まで削減されることになる。 
 
参加者の排出権の購入、売却、又は預け入れの決

定は、その排出削減の費用が他の制度参加者の費
用と比較してどのようであるかによって異なる。

購入、売却、又は預け入れに関する個々の決定が、

確立した排出権の市場価格になる（排出権の需要
が供給に相当する価格）。市場価格は制度全体に及

ぶ排出削減の限界費用を反映し、それゆえ目標遵
守の費用に関する明確な指標となる。参加者は全

員、目標遵守の費用を削減するために技術革新を

行い、新しい技術に投資する直接的なインセンテ
ィブを持つ。他の参加者に比べてその費用を削減

する参加者には、取引から利益を得る可能性が生
れる。 
 
排出権取引と英国の気候変動プログラム  
 
気候変動はグローバルな対応を必要とする世界的
な問題である。国連気候変動枠組条約（ UNFCCC）

は 1992 年に設定され、行動の枠組を与えるもので
ある。これは 1997 年に国際社会が条約に関する京

都議定書に同意して、さらに進展した。議定書の

下で、先進工業国は、2008 年から 2010 年までに
その温室効果ガスの排出総量を 1990 年のレベル

より 5.2%削減することに同意した。しかしこの削
減は最初の一歩でしか過ぎない。国際社会が危険

な気候変動を回避しようとするなら、次の数十年
間にさらに温室効果ガスのグローバルな排出量を

相当規模削減しなければならないだろう。1  

                                                 
1 さらに詳しい情報については、
www.ipcc.ch/pub/reports.htmで気候変動に関する

政府間パネル（IPCC）第 3 回評価報告を参照のこ

と。 
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京都議定書に基づく英国の目標は、その温室効果
ガスの排出を 1990 年レベル2より 12.5%まで削減

することである。英国政府及び権限を委譲された

行政機関は、英国が気候変動に取り組む力強い行
動によって利益を得ると確信し、最も重要な温室

効果ガスである二酸化炭素を 2010 年までに 1990
年レベルより 20%削減する国内目標を別個に設定

した。 
 
2000 年 11 月に発表された英国の気候変動プログ

ラムは、英国政府と権限を委譲された行政機関が
この気候変動目標を達成するために提案している

政策を説明している。このプログラムは、経済の
あらゆる部門にわたり温室効果ガスの排出を削減

し、英国が将来必要な相当量の排出削減に備える

ために計画されている、排出権取引を含む一連の
統合政策について説明している。このプログラム

で 2010 年までに英国の排出量を1990 年レベルよ
り 23 パーセント削減することができるだろう。こ

れは京都目標を大幅に上回る。 
 
英国の排出権取引制度の参加は任意であり、英国

内で操業するあらゆる組織に開放される。取引制
度は孤立したものではない ―これは関連政策手

段を補足し、それに柔軟性を与えるだろう。例え
ば、気候変動税から 80%の減税を受けるために気

候変動協定に参加したエネルギー集約型の企業も、

排出目標を満たすために取引を行なうことができ
るだろう。政府も、取引制度が再生可能エネルギ

ー義務及びエネルギー効率化目標（第 8 節を参照）
等のその他の取引への取り組みと提携させるべき

だと提案する。現在、政府は、取引によって排出

削減ができる限り効率的に行われ、炭素度の低い
テクノロジーを目指すインセンティブを提供し、

異なるイニシアチブ間の互換性を確保するために
作業している。 
 
政府は、取引制度が成功すれば 2010 年までに年間

で最低２百万トン-C（又は 7.7 百万トン-CO2）を

節減する可能性があると判断する。これは気候変
動協定の 2.5 百万トン-C の節減見積りに追加され

るだろう。この見積りは、費用削減の可能性、及
び後で参加者がさらに増えるという期待を含む幾

つかの想定に基づくものである。 
 
照会先  
 
本制度に関する詳細な情報については下記に連絡

してほしい； 
環境・食料・田園省（DEFRA） 
地球大気課 
排出権取引制度 

                                                 
2 欧州連合全体としては京都で８％の削減目標を

引受た。この目標は加盟各国間で分担された。 

3/F3 アッシュダウン･ハウス 
123 ヴィクトリア通り 
ロンドン SWIE 6DE 
電話：020 7944 5933 
E メール：ets＠defra.gsi.gov.uk 
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第 1 節                                  
 
制度の概要  
 
1.1 制度3には四つの主要な段階がある： 
 
 
（i） 制度への加入。これは四つのルートの一つ

を経て行われる； 
 
・ 奨励金を通して引受けた自主的排出量目標

によって；  
 
・ 気候変動協定により設定された既存の目標

によって；  
 
・ 認可された排出削減プロジェクトを経て； 
 
・ 取引口座をただ開くだけで。 
 
（ii） 排出権の割当。目標保有者には、その目標

の性質によって異なるが、遵守期間の始り、
又はその終了時に排出権が割当られる。排

出削減プロジェクトを遂行する責任者は、

本制度で取引され、すべての目標に利用で
きるプロジェクト「クレジット」が割当ら

れる。その他の参加者は保有を希望する排
出権を購入しなければならない。 

 
（iii） 排出権の取引。すべての制度参加者は何時

でも排出権を取引することができる。唯一

の要件は登録簿に口座を保有することであ
る。 

 
（iv） 報告と遵守。目標保有者は各遵守期間終了

時にその実績を報告するように求められ
る。その実績と排出権の保有が目標に照ら

して評価される。 
 
 
制度の参加 
温室効果ガスの排出者が本制度の目標を引受る方

法はふたつある4： 
 
i) 政府から得られる奨励金を通して (直接参加

者)。直接参加者はこの奨励金を得る代わりに
絶対的目標を自主的に引受けることができる。

これは年に税引き後最大30百万ポンドに相当
し、5 年間入手可能である。絶対的目標と奨励

                                                 
3本文書で用いる用語の説明は本文書の巻末に掲載

されている。  
4 政府は将来本制度に参加する方法を追加発表す

るかも知れない（第 10.1 節を参照 
のこと）。 

金の両方を割当てるためにオークションが利
用されるだろう。直接参加者の制度加入につい

ては第 2 節で詳述する。 
ii) 気候変動協定を通して（協定参加者）。協定に

は絶対的条件又は相対的条件で設定された目

標単位5 の目標が含まれる。協定の対象目標単
位は 80%の気候変動税の減税を得る資格があ

る。第 3 節で協定参加者の制度加入について
詳述する。 

   
1.2 非目標保有者は下記のふたつの方法で制度

に参加することができる： 
 
i) 目標を引受けたくない温室効果ガスの排出者

は、プロジェクトのルートで加入できる（第 6
節を参照）。 

 
ii) 上記の第 1.2、又は 1.3（i）節で概説した方法

によって加入しないその他の者は、排出権取引
機関（ETA）に登録し、温室効果ガスの排出

者であるか否かに係わらず制度で排出権／ク

レジットを取引することができる（第 5 節を
参照）。 

 

第 2 節               
 
直接参加者の加入  
 
加入資格  
 
2.1 直接加入方法による制度への参加は、直接・

間接的に英国内で排出する温室効果ガスに

基づき、どの個人または組織にも開かれてい
る（第2.4 節に記載された除外排出源からの

排出は除く）。直接参加者は書面で登録期間

中、制度の全規則を遵守することに同意し、
その規則の不遵守に関する責任を負わなけ

ればならない。それゆえ、制度への直接加入
はその参加に関して政府と法的拘束力のあ

る契約を締結できる者に対してだけ開かれ

る。 
 
2.2 政府の優先事項は、制度の環境面での実効性

を守ることである。それゆえ、政府は誰にで

も制度への加入を認める義務はなく、参加希
望者が制度に直接加入することを拒否する

裁量権がある。参加予定者は政府が満足する

ように制度の規則を遵守する意志があり、遵
守できることを実証するように求められる。 

                                                 
5 目標単位はひとつ又は複数の施設から成り、これ

は目標を協定書で設定する最低水準である。単独
事業者は各目標単位が施設の絶対的／相対的目標

を達成することに責任を持つ。会社はひとつ又は

複数の目標単位を持つかもしれない。 
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2.3 直接参加者はひとつ又は複数の排出源を加

入させる。各現場に関して、排出源は同じ種

類のひとつ、又は複数のポイント排出源の集

まりであり、ポイント排出源はそこから温室
効果ガスが排出される個別に識別できるポ

イントである。例えば、企業が電力使用によ
る間接的排出現場を制度に加入させようと

決めるなら、その現場からの電力使用による

間接的な排出はすべて単一排出源に相当す
る。これは現場に設置されている電気メータ

ーの数に左右されない。各電気メーターは同
じ種類のポイント排出源として取り扱われ

るからである。 
 
2.4 直接参加者が制度に加入できない一定の排

出源がある。これらは以下のものである： 
 
i) 発電又は発熱が現場で行われ、かつ使用され

ている場合を除き、発電又は発熱による直接

的排出（第 2.5 節を参照）6； 
 
ii) 協定の対象である目標単位内の施設からの

排出（第 2.6 節を参照）； 
 
iii) 陸路及び海上輸送による排出； 
iv) 塵埋め立て地に関する指令7 の対象である塵

埋め立て地のメタンガスの排出（第 2.7 節を
参照）； 

 
v) 家庭からの排出（第 8.4 節を参照）； 
 
2.5 直接参加者はエネルギー使用による直接

的・間接的排出源の両方を制度に加入させる。

直接参加者は現場で使用されるが現場外で
発生したエネルギーによる間接的排出を含

めることができる。さらに、現場で発生し、
使用されるエネルギーによる直接的排出も

含めることができる。例えば、複合熱・電力

施設（CHP）を制度に入れる直接参加者は、
その施設からの、使用する電力及び蒸気の直

接的排出を含めるかもしれない。 
 
2.6 どの組織も、同一排出源に関して、気候変動

税と奨励金両方の利益を得ることはできな

い。このことは、協定の対象となる排出は奨

励金による制度への加入から除外されるこ
とを意味する。しかしながら、協定に加入し

た企業は下記の二酸化炭素及び非二酸化炭
素の排出に基づき奨励金のために入札を行

うことができる； 
 

                                                 
6 特定の排出係数に関しては報告ガイドラインに

附属するプロトコル案を参照のこと。 
7 理事会指令 1999/31/EC 

i) 現行の協定目標の対象ではないが、協定の対

象である施設からの排出； 
 
ii) 協定の対象ではない施設からの排出。 
 
2.7 直接参加者は、塵埋め立て地に関する指令の

対象外である塵埋め立て地からのメタンガ
ス排出だけを制度に加入させることができ

る。 
 
2.8 直接参加者は、制度に入れることを希望する

排出源が温室効果ガス排出に関する規制限

度に従わねばならないなら、これを政府に通

知しなければならない。IPPC 指令のエネル
ギー効率化要件（第 8.1 節を参照）はこれに

含まれない。政府はこれらの排出源の制度加
入に関する適格性について個別に考慮する。 

 
2.9 公部門の組織は直接参加者として制度に加

入することができる。公部門及び民間部門両

方の直接参加者は全て公部門からの排出源
を制度に入れることができる。但し、奨励金

の入札基礎であるこれらの排出源からの下
記の排出削減量が含まれないことを実証す

る必要がある。 
 
i) 現行の目標又は目標案の対象である排出削

減ないしエネルギーの節減； 
 
ii) 特にこの目的のために計画された補助金又

はその他の資金調達方式による排出削減な

いしエネルギーの節減。 
 
換言するなら、排出削減案はビジネス・アズ・ユ

ージュアルに基づき遂行されるだろう活動に付加
されるものでなければならない。この場合も、政

府はこれら排出源の制度加入の適格性を個別に考
慮するだろう。 
 
グループ参加  
 
2.10 政府は現在制度へのグループ参加制度につ

いて考慮中である。グループ参加によって単

独参加者は他の個人又は組織の排出に責任
を負うことになるだろう。 

 
2.11 このような制度の下で、グループの各メンバ

ーは自身の排出源リスト（メンバーが制度に
入れようとする排出源のリスト）及びベース

ライン（排出源リストに掲載された排出源の

1998 年から 2000 年までの平均排出量）を、
第 2.17 節で説明する段階に従って作成しな

ければならないだろう。登録前期間に、これ
らの排出源リストとベースラインはそれぞ

れ政府から承認されなければならないだろ

う。 
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2.12 グループは単独直接参加者としてオークシ

ョンに参加するだろう（直接参加者は新規の

企業又は既存企業かもしれないが、以下で
「グループ参加者」と言う）。換言すれば、

グループ参加者のオークションでの目標入
札はプールされた目標となろう。排出権は、

グループメンバーが締結した取決めに従っ

てグループメンバーのために排出権の取引
に責任を負うグループ参加者に割当てられ

るだろう。 
 
2.13 奨励金の支払は、少なくともグループメンバ

ー全員の年間総排出量に相当する調整期間

終了時点にグループ参加者が保有していた

排出権を条件とするだろう。次期遵守期間に
割当られる排出権数は、前遵守期間における

遵守に依るだろう。 
 
2.14 政府は、現在、この制度の細部、特に制度の

規則遵守を確保するためにグループメンバ

ーが標準条件に署名した上での参加が必要

な範囲に関して煮詰めている。グループ参加
者に関する規則の詳細は2001年8月後半に

発 表 さ れ 、
www.defra.gov.uk/environment/climatech
ange/07.htmで入手可能となる。 

 
ベースラインの定義  
2.15 ベースラインとは将来の排出量削減に関す

る基準点である。それゆえ、制度への直接参

加を考慮する際に、直接参加者はオークショ
ンに入札する排出量削減水準を考慮する前

に、先ずそのベースラインを算出する必要が
ある。 

 
2.16 直接参加者のベースラインは、2000 年を含

む 3 年間における平均年間排出量となる。 
換言するなら、各直接参加者のベースライン
は、過去の排出水準に基づいて計算され 
る。直接参加者が、3 年間全体に関する検証可
能な排出データを作成するために個々 
の排出源についての情報を入手できないこと

を認定検証者に納得させることができる 
なら、その代わりに 1999-2000 年、又は2000
年だけの排出データを提出することが 

    できる。 
 
排出源リストの確認とベースライン排出量の計算  
 
2.17 ベースラインは個々の排出源で構成される。

それゆえ直接参加者は、ベースライン排出量

を計算できるようになる前に、制度（排出源
リスト）に入れようとする排出源を特定しな

ければならない。排出源リストの確認作業に
は 6 段階あり、さらにベースライン計算のた

めに 2 段階ある。直接参加者は各段階での決

定事項に関する記録書を作成しなければな

らない。 
 
経営管理  
 
１． 経営管理権があるすべての排出源を特定

する。 
 
部門内の排出源  
 
２． 段階 1 の排出源を産業部門別に分ける。ど

の部門を制度に入れ、どの部門を制度外に

置くか決める。 
 
排出データ  
 
３． ベースライン期間に関する検証可能な排

出量を持つ段階２の排出源区分グループ

を特定する。 
 
加入資格  
 
４． 制度への加入資格を持つ段階３の排出源

区分グループを特定する（第 2.4 節を参照）。 
 
温室効果ガスの網羅  
 
５． 二酸化炭素を排出する段階４の排出源の

区分グループを特定するか、又は段階４の

排出源のさらなる変更を行わない。それに

よってすべての温室効果ガスが入る。 
 
報告ガイドライン内での網羅  
 
６． 報告ガイドライン附属のプロトコル案の

対象となる段階５の排出源区分グループ

を特定する。プロトコル案で網羅されない
一部／すべての排出源を除外する決定を

行うか、或いは段階 5 の排出源に更なる変

更を加えない。これによって、これらの排
出源を含める決定を行う。１から６までの

段階を経た後、直接参加者はその排出源リ
ストを完成させることになる。  

 
ベースラインの計算  
 
７． 最後の２段階でベースラインの計算とな

る。排出源リストの排出源によるベースラ

イン期間の平均年間排出量を概算する。ベ
ースライン期間中のその平均排出量が

個々に、規模境界点である二酸化炭素換算
10,000 トン（tCO２e）相当より少ないか、

或いは排出源リスト総量の 1%以下（どち

らか少ない方）であることを確認する。こ
れらの排出源に関して、それをベースライ

ンから除く決定を行うか、又はベースライ
ンに含めるか何れかの決定を行う。ベース
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ラインに含まれる排出源が報告ガイドラ

インに附属するプロトコル案の対象でな

いなら、直接参加者は政府に報告し、報告
ガイドラインに附属する追加プロトコル

を作成する準備を行う。 
 
８． １から７までの段階を踏み、承認されたプ

ロ ト コ ル を 用 い て 残 り の 個 々 の 排 出 源 に

よる排出量を計算した後、直接参加者はそ

のベースラインを完成したことになる。こ
れは二酸化炭素（t C O2e ）概算トン数で表

示された排出量の数値となる。  

 
 
例  2.1 
 
・ A 社は排出源３ヶ所を制度に入れ、それゆえ排出源リストには３ヶ所の排出源が記載されている。 
 
・ ベースライン期間中に排出源１は平均して 1000 tCO2e を、排出源２は平均して 60,000 tCO2e を、排

出源３は平均 60,000 tCO2e を排出した。排出源１は報告ガイドライン及び附属プロトコルで対象と
されていないが、排出源２と３はその対象になっている。 

 
・ 排出源１からの排出量は排出源リスト総量（121,000 tCO2e）の 1 パーセント以下であるので、A 社

は排出源１の排出量をそのベースラインから外す選択が可能である。同社はこの排出源のためにプロ

トコルをもつ必要がない。A 社はこの選択を行った。従ってそのベースライン排出量は 120,000 tCO2e
である。 

 
・ 2 年後、A 社は第２遵守期間の排出源１からの排出量が 8,000 tCO2e に増加する決定を行った。第２

遵守期間中の排出源２と３からの排出量はそれぞれ 50,000 tCO2e であった。排出源１の排出量は排
出源リスト総量（108,000 tCO2e）の１％を超えているので、A 社は排出源１に関するプロトコルを

作成して、承認を受け、その排出量を年間排出総量に加えなければならない。 
 
・ A 社の第 2 遵守期間中の年間総排出量は 100,000 tCO2e ではない。A 社は今や排出源１の排出量を加

えなければならない。それが排出源リスト総量（108,000 tCO2e）の 1%を超えているからである。従
って、第２遵守期間の年間排出量は 108,000 tCO2e である。ベースラインの排出量は変わらない。

120,000 tCO2e のままである。 
 
 
2.18 １から８までの段階を踏んだ後、直接参加者

は制度に入れる排出源と制度から外す排出

源に関する文書を有する（その排出源リス

ト）。又、そのベースラインも計算する。ベ
ースライン排出量は、必ずしもベースライン

期間中の排出源リストに記載されたすべて
の排出源からの総平均年間排出量に相当す

るものではない。直接参加者には規模境界点

以下の排出量の排出源をベースラインから
外すオプションがあるからである。このこと

は、直接参加者はベースライン期間に少量で
あり、少量のままである可能性が大きい排出

源をベースラインから外すことで、管理費用

を削減できることを意味する。 
 
2.19 直接参加者がその年間排出量を測定する場

合、同じ原則が適用されるだろう。直接参加

者には規模境界点以下の排出量の排出源を
外すオプションがあるので、年間排出量は、

必ずしも遵守期間中の排出源リストに記載

されたすべての排出源からの総排出量に相
当するものではない。しかしながら、排出源

リストに記載されているが、ベースラインか

ら外した排出源からの排出量が将来の遵守
期間における規模境界点と同じか、或いは大

きくなる場合、報告ガイドライン及び附属プ

ロトコルに従って測定されなければならな
い。そこで、報告ガイドラインに附属するプ

ロトコルが当該排出源をその対象としない
なら、追加プロトコルを作成して、承認され

なければならない。 
 
2.20 排出源リストの確認とベースライン排出量

の計算に関する詳細は附属書 A で説明して
いる。 

 
排出源リスト、ベースライン、及び目標の調整  
 
2.21 企業、パートナーシップ、及びその他の組織

は変化しない実体ではない。例えば、子会社
又は資産の取得や整理によって、参加者のグ

ループ構造やその運営に関連した変更があ

るかも知れない。そのため直接参加者が管理
する排出源は制度存続中に不変ではないか

も知れない。その結果、排出源リスト及びベ
ースラインの排出源は不変ではなくなるだ

ろう。制度はこれらの種類の変化に合わせる
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ために十分な適応性がなければならない。 
 
2.22 直接参加者がその構造を変更する毎に、直接

的参加者は変更に係わる排出源からのベー

スライン排出量が、変更境界点 25,000 
tCO2e 又はオークション時の検証されたベ

ースライン総排出量の 2.5%（どちらか少な
い方）と等しいか、或いはそれより大きいか、

評価しなければならない。この境界点は

2002 年から 2006 年の 5 回の遵守期間にわ
たって累積される。変更境界点が動くなら、

排出源、ベースライン、及び年間目標の調整
を行わねばならない。排出源、ベースライン、

及び目標に関する詳細は附属書 B で説明し

ている。 
 
加入に関する予定表  
 
2.23 制度に加入する直接参加者の予定表は以下

の通りである： 
 
・ 2001 年 8 月から 12 月 31 日迄：制度への加

入を考慮している人々のための登録前期間； 
 
・ 2001 年 11 月：制度の規則案の公表； 
 
・ 2001 年 12 月：制度の規則及びオークショ

ン・プログラムの公表； 
 
・ 2002 年 1 月 1 日：最初の遵守期間の開始； 
 
・ 2002 年1 月：登録期間及び制度への加入を希

望する人々からのオークション入札； 
 
・ 2002 年4 月 1 日：合格した直接参加者が制度

に加入； 
 
・ 2002 年12 月 31 日：最初の遵守期間の終了； 
 
・ 2003 年 1 月 1 日から 2003 年 3 月 31 日迄：

最初の調整期間8； 
 
・ 2003 年4 月：遵守した直接参加者に対する最

初の奨励金の支払が行われる。 
 
2.24 その後の遵守期間、調整期間、及び奨励金支

払の予定表は、最初の遵守期間のそれと同じ
だろう。従って、第 2 回遵守期間は 2003 年

1 月 1 日から 2003 年 12 月 31 日迄であり、
第2回調整期間は2004 年1月1日から2004
年 3 月 31 日迄となり、2 回目の奨励金の支

                                                 
8 調整期間中に、遵守期間中の排出量を検証し、

ETA に報告しなければならない。又、直接参加者
は遵守期間中にその総排出量をカバーするのに十

分な排出権を保有していることを確保するために、

残りの取引を実行しなければならない。 

払は 2004 年4 月から始まる。その後も同じ

である。 
 
2.25 本書は、直接参加者が奨励金を通して加入す

るための準備ができるように、制度の規則と
制度の基礎となる政策の枠組を説明するも

のである。制度の規則は 2001 年 12 月にオ
ークションのプログラムと一緒に刊行する

に先立ち、2001 年 11 月に草案の形で発表さ

れるだろう。 
 
2.26 制度に自主的に加入した協定参加者のため

の予定表は僅かながら異なる（第 3.4 節を参

照）。 
 
登録前期間  
 
2.27 2001 年8 月から同年 12 月31 日迄、政府は

登録前期間を設ける。直接参加者はこの期間

中、制度に関してどのようなことでも非公式

に問い合わせることができるだろう。また以
下のことが可能である： 

 
i) 加入資格があることを保証する（第 2.1 節

を参照）； 
 
ii) その排出源リストが枠組文書に従っている

ことを保証する（第 2.17 節を参照）； 
 
iii) その排出源リストに2001 年8月に発表され

た報告ガイドラインに附属するプロトコル

案の対象にならない排出源が含まれている
なら、政府に通知して、適切なプロトコル

の準備作業に着手する（理想的には同じ種

類の排出源と一緒に）（附属書 A の 13 を参
照）。 

 
2.28 直接参加者は、その排出源リスト案の承認を

政府から受けるように要求され、この承認の
無いものはオークションに参加することが

できない。直接参加者はこの承認を登録前期

間中に要請することができる。しかしながら、
要請を 2 0 0 1 年10 月 31 日以降に受取った場

合、政府は 1 2 月 31 日までに、承認のため
の処理を完了することを保証することがで

きない。 
 
2.29 政府が排出源リスト案を承認したなら、政府

は直接参加者に確認書を交付する。直接参加
者はその検証者がこの確認書を利用者でき

るようにしなければならない。 
 
2.30 2001 年8月に発表された報告ガイドラインに
附属するプロトコルで対象となってい 
    ない排出源を排出源リストに含める選択を行

う直接参加者は、できる限り早急に政   
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    府に接触すべきであり、2 0 01 年 10 月 31 日ま

でに行えば申し分ない。  
 
2.31 直接参加者が、登録前期間（及び全制度期間

中）に政府に提供した情報は、1992 年 
    環境情報規則9 に従って国民の申請に基づい

て公開されることを条件とすることに注 
    意しなければならない。直接参加者が政府に

提供した情報の公開に反対するなら、  
    そのように述べなければならない。さもなけ
れば政府は、直接参加者は国民に対す 
    る情報公開に反対しないと見なし、従って申
請の場合には 1992 年規則に基づいて行 
    動するだろう。 
 
2.32 登録前期間に関する照会先は以下の通りであ

る； 
 
環境・食料・田園問題省（DEFRA） 
地球大気課 
排出権取引制度 
3/F3  アッシュダウン・ハウス 
ヴィクトリア通り 123 番 
ロンドン SW1E  6DE 
電話：020 7944 5933 
E メール：ets＠defra.gsi.gov.uk 
 
 
 
登録期間  
 
2.33 制度への正式な加入を可能にするオークショ
ンへの参加条件は以下の通りである： 
 
・ 直接参加者としての適格性の実証（第 2.1 節

を参照）； 
 
・ 排出源リストの承認（第 2.29 節を参照）；及

び 
 
・ オークションに成功したなら、直接参加者は

制度の規則に拘束されることに同意する文書

に署名すること（規則は排出権の割当及び奨
励金の支払が行われる条件を含む）。 

 
オークションの奨励金  
 
2.34 政府は、直接参加者が制度に加入する奨励金

として2003-04年から5年間にわたり215百

万ポンドまでを利用できるようにした。これ
は法人税控除後、年に 30 百万ポンドに相当

する。制度への応募者が足りない場合には、

                                                 
9 これらの規則は、情報入手、意志決定への国民参
加、及び環境問題における司法の利用に関する

1998 年 Aarhus 条約に基づく英国の公約に従って、

近い将来改正されるはずである。 

制度に関する支出総額は少なくなるだろう。 
 
2.35 直接参加者は 2002 年 1 月のオークションを

通して、奨励金のために入札することができ

るだろう。参加者は 2006 年末までにそのベ
ースラインから行う年間排出量の削減を明記

して奨励金割当のために入札する。この年間
排出量削減は、（第 2.45 節の後で例をあげて

示されているように）2002 年から2006 年に

かけて５つの同じ年間目標に区分される。参
加者は５つの年間目標をそれぞれ達成したな

ら、5 回の同額分割金で奨励金を受取ること
になる10。 

 
オークションの設計  
 
2.36 奨励金を割当るために 2002 年 1 月に利用さ

れるオークションの種類は、“下降時計

descending clock”型オークションである。
下降時計型オークションは以下の段階をから

成る｡これについては具体的に下で例示する。 
 
 
１． 競売人が tCO2e 当たりの値段を発表する。 
 
２． 競売人が各入札者に明記された最終期限

日までに明示された値段に応えて入札
（tCO2e 排出削減量に関して）するように

求める。 
 
３． 各入札者は入札を行う。 
 
４． 競売者は明示された値段に応じて入札者

全員が入札した tCO2e の総量を発表する。 
 
５． 入札総量を乗じた値段が奨励金総額より

少ないか、又は同じであるなら、この時点

で競売は終わる。 
 
６． 入札総量を乗じた値段が奨励金総額を上

回った場合、競売は次のラウンドに移る。
競売人は tCO2e 当たり低い値段を発表し

て、競売を開始し、この回に発表された値
段に乗じた排出削減総量が奨励金総額以

下になるか、又は同額になるまで、上述し

                                                 
10 5 回の同じ年間目標、及び次年度排出権の割当
に関する言及はすべて直接参加者が制度の規則を

遵守することを条件とする。直接参加者が遵守期
間中にその排出量をカバーするのに十分な排出権

を保有しない場合、次の遵守期間に排出権の完全

な割当を受ける資格がなくなり、事実上、より困
難な目標に直面することになる。直接参加者は、

オークション最終回に入札され、適正な遵守年度
に達成された排出量の削減に関してだけ奨励金を

受取る。不遵守の結果に関する詳細は、第 5 節を

参照のこと。 
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たやり方で入札を続ける。 
 
例  2.2 
 
分かりやすく説明するために、本例では競売に加わる直接参加者５名についてだけ示す。2002 年 1 月に行

われる実際のオークションとは違って、本例では 1 人の直接参加者が請求できる金額に制約を設けない（第

2.42 節を参照）。オークションは 5 回続き、支払金額が初めて 215 ポンド以下になった時、終了する。直
接参加者の入札がこの時点で確定する。 
 

   参加者の入札（,000 tCO2e） 
回数 値段

（£tCO2

e） 

A B C D E 入札 
総量 

（’000tC
O2e） 

支払 
総額 

（’000£） 

1 
2 
3 
4 
5 

45 
40 
35 
32 
30 

 

2,200 
2,000 
1,800 
1,750 
1,750 

800 
750 
700 
700 
700 

1,500 
1,450 
1,400 
1,350 
1,325 

3,000 
2,500 
2,350 
2,300 
2,275 

 

1,000 
975 
950 
925 
910 

8,500 
7,675 
7,200 
7,025 
6,960 

382,500 
307,000 
252,000 
224,800 
208,800 

奨励金総額 
（’000£） 

 

 
 

52,500 

 
 

21,000 

 
 

39,750 

 
 

68,250 

 
 

27,300 

  

年間目標 
（’000tCO2e） 

 
350 

 

 
140 

 

 
265 

 

 
455 

 

 
182 

  

年間奨励金 
（’000£） 

 
10,500 

 
4,200 

 
7,950 

 
13,650 

 
5,460 

  

 
 
2.37 入札者が競売人に提出した tCO2e の量は、明

示された値段で 2006 年末までに達成する用
意がある彼らのベースラインからの年間排出

量の総合的削減である。競売人が前の回にお
ける tCO2e の総量を発表し、次の回があるか

どうか告げるなら、入札者はそのポジション

を再評価して、次回の入札額を修正するため
にこの情報を利用する機会が与えられる。オ

ークションが終了し、競売人が述べる最終値
段は精算値段と呼ばれる（奨励金の需要は供

給に等しい）。入札者はオークション最終回で

入札した CO2e の各トンに関して精算値段を
受取る資格が与えられ、適切な遵守年度にそ

れを得る。 
 
2.38 広汎な潜在的減額手段及び限界減額費用の可

能性がある。それゆえ、直接参加者が入札プ

ロセスのために準備し、又、その準備費用を

制限するのを助けるために、政府はオークシ
ョンで tCO2e当たり100 ポンド以上の値段で

の入札を求めないことを確認する。この値段
は必ずしもオークションの開始時の値段では

ない。オークションはこの値段か、又はこれ

より低い値段で開始し、その後漸次低くなる。 
 
2.39 各回の入札総量は、提供される奨励金を使い

果す方向に向かって着実に減少する可能性は

低いので、直接参加者はオークションが何時
終わるか明確に決めることができない。直接

参加者が最終回となる回で入札するなら、そ
の後でそれを撤回することができない。最終

入札は、直接参加者が 2002 年から2006 年に

かけた排出量削減を約束するものとなる。 
 
入札参加  
 
2.40 政府は、2001 年 12 月にオークションの正確

な運営及び期間に関する詳細なプログラムを

発表する。オークションそのものは 1 月に行
われ、終了までに 2 週間以上は掛からない筈

である。 
 
2.41 直接参加者はその年間排出量の削減に基づい

て入札するので、奨励金は、制度の 5 年間と
いう期間にわたって達成されるベースライン

からの累積削減よりも、むしろ各年に達成さ
れた追加削減に適用される（このことは第

2.44 節の後に作成された図表で例示する）。

このため、オークションにおける奨励金の精
算値段は排出権に関する将来の市場価格水準

を示すものではない。むしろ、オークション
における奨励金の精算値段が排出権に関する

市場価格よりも著しく高くなることが予期さ

れる。 
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2.42 どの直接参加者も奨励金総額の 10パーセント

以上の金額を請求する入札を行うことはでき

ない。この制約に対する合理的な根拠は、奨
励金は制度の中での流動性を促進するために

提供されていることである。若し直接参加者
の 1 人が奨励金の全額を請求できるなら、こ

の目的は失敗に終わるだろう。 
 
目標の設定  
 
2.43 オークションの最終回となった入札に参加し

て、直接参加者が入札に成功したなら、それ
で 5 年間分の絶対的年間目標を設定したこと

になる。各直接参加者は線型の排出量削減目

標図を持つことになる。 
 
2.44 このことは、直接参加者が 2002 年 4 月に制

度に加入しても、直接参加者は 2002 年1 月
1 日に開始する最初の遵守期間の完全な年間

目標を持つことを意味する。従って、直接参
加者は、2002 年 1 月 1 日から 2002 年12 月

31 日まで測定し、報告して、ベースラインか

ら年間排出量を年間目標量まで削減しなけれ
ばならない。 

 
 
例  2.3 
 
・ 参加者 A は制度の直接参加者である。1,000 tCO2e のベースラインを持ち、オークションへの最終入

札量は 100 tCO2e であった。従って、A はその年間排出量水準を 5 年間にわたり 100 tCO2e まで削

減しなければならない。 
 
・ 参加者 A がその５つの目標を算出するために、その最終入札量である 100 tCO2e を５で割らなけれ

ばならない。従って、参加者 A の年間目標は 20 tCO2e であり、毎年その年間排出量水準を 20 tCO2e
まで削減しなければならない。 

 
・ そこで参加者 A の排出上限は次のようになる。即ち、第 1 回遵守期間は 980 tCO2e、第 2 回遵守期間

は 960 tCO2e、第 3 回遵守期間は 940 tCO2e、第４遵守期間は 920 tCO2e、そして第 5 遵守期間は 900 
tCO2e になる（各上限は四捨五入しなければならない）。 

 
・ 参加者 A は各排出量トン当たり（オークションにおける最終精算値段で）トン当たりの奨励金を受取

る。それゆえ、最終精算値段が£30/ tCO2e であったなら、各目標の達成に対して年間 600 ポンドを受

取り、5 年間で 3,000 ポンドになる。 
 
（訳注：以下は番号処理） 
１． 排出量（tCO2e） 
２． ベースライン 
３． 年間排出量の削減総量＝100 tCO2e 
４． 受取る奨励金総額＝100 tCO2e x £30/ tCO2e＝£３,000 
５． 年間排出削減量＝100 tCO2e/5＝20 tCO2e 
６． 受取る年間奨励金＝£3000/5＝£600 
７． 期間（年） 
 

第 3 節               
 
協定参加者の加入  
 
3.1 気候変動協定の対象企業は、エネルギー／排

出量の目標を持ち、80 パーセントの気候変

動税減税を引き続き得るためには、これを達
成しなければならない。これらの企業は制度

を通してその目標を達成するために取引を
選択することができる。これにより更なるフ

レキシビリティと遵守費用軽減の恩恵を得

る。 
 
加入資格  

 
3.2 気候変動協定の加入資格は、公害防止・管理

条例の A 部に基づく。協定に含まれるすべ

ての施設運営者は、協定ルートによって協定
参加者として制度に加入する資格がある。 

 
ベースラインと目標  
 
3.3 協定参加者は、協定の目標に基づいて制度に

加入することができる。参加者には、制度加

入のために、ベースラインデータの編纂や異
なる目標の設定は要求されない。 

 
加入に関する予定表  
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3.4 制度に加入する協定参加者の予定表は以下

の通りである： 
 
・ 2001年4月1日：気候変動税制度が開始した； 
 
・ 2002 年1 月 1 日から 2002 年12 月 31 日：最

初のマイルストーン年の開始（企業はこの期
間を 3 ヶ月まで繰り上げる選択を行ったかも

しれない）； 
 
・ 2002 年 4 月：協定参加者はETA に登録し、

登録簿で遵守口座を開設する； 
 
・ 2003 年 1 月 31 日：協定参加者のための第 1

回調整期間の終了。 
 

第 4 節               
 
制度における排出量の測定と報告  
 
4.1 制度に参加する目標保有者は全員、そのベー

スラインを決めるために排出量を測定して

報告し、目標遵守を実証するように要求され
る。さらに、測定した排出量は、政府に報告

する前に、検証過程を経なければならない。 
 
直接参加者  
 
報告ガイドライン  
 
4.2 各直接参加者は、二酸化炭素換算トン単位

（tCO2e）でベースライン及び年間排出量を

測定し、報告するために、英国排出権取引制

度における排出量測定と報告のためのガイ
ドライン（報告ガイドライン）及びそのプロ

トコルを利用するように要求される。現在可
能な限りにおいて、国際枠組との調和を確保

するために、報告ガイドライン及びプロトコ

ルは気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
が発行した国際報告ガイドライン及び優良

事例に頼る11。 
 
4.3 報告ガイドラインは直接参加者がベースラ

イン及び年間排出量を測定し、報告する時に

従わねばならない、透明性、偏向がないこと、

整合性等の原則を説明している。報告ガイド
ラインは以下の事項に関する詳細と実際的

な指針も与える： 
 
・ 排出源リストの確認； 
 
・ この排出源リストの変更；及び 
                                                 
11 報告ガイドライン及びプロトコルは、政府の温

室効果ガス排出に関する企業環境報告のための任
意ガイドラインにも頼っている：

www.defra.gov.uk/environment/envrp/index 

 
・ ベースラインの再計算 
 
4.4 報告ガイドラインには、排出源からの排出量

を測定し、報告するために利用する方法を詳

細に説明した一連のプロトコルが含まれる。

報告ガイドラインの附属書 A は、二酸化炭
素燃焼排出量を対象とするプロトコル案を

含み、附属書 B は広範囲な二酸化炭素処理
排出量を対象とするプロトコルを含む。直接

参加者は附属書 A 及び B のプロトコル案に

ついて意見があれば、それを 2001 年 10 月 1
日までに政府に送ってほしい（連絡先の詳細

は第 2.32 節を参照）。政府は登録前期間終了
時、即ち、2001 年 12 月 31 日迄に、これら

のプロトコルの最終的な承認書を交付する

積もりである。 
 
4.5 報告ガイドラインと一緒に発表されたプロ

トコル案の対象にならない排出源を入れる

選択を行った直接参加者は、政府にできる限
り速やかに通知しなければならない。2 0 0 1
年 10 月 1 日までであれば申し分ない。政府

は、潜在的参加者を同じ種類の排出源を排出
源リストに入れたいと望んでいるかも知れ

ない他の人々と接触させるために、登録前期
間中に提出された排出源リストに関するこ

れらの通知と情報を利用する。政府は登録前

期間終了時、即ち、2 0 0 1 年 12 月 31 日まで
に、これらのプロトコルの最終的な承諾書を

交付するつもりである。 
 
4.6 政府は、直接参加者が同じ種類の排出源をま

とめて追加プロトコルを作成するように強

く勧める。代替的な方法が記載されていると

しても、各排出種類に関してひとつのプロト
コルしか作成されないものと想定する。通知

が行われた後、直接参加者（又は直接参加者
のグループ）は、政府に排出源を網羅するプ

ロトコル案を提出しなければならない。直接

参加者は、プロトコル案に含まれる固有の不
確実性に関しても政府に推計を示さなけれ

ばならない。 
 
4.7 排出源に関してプロトコルがその後承認さ

れたとしても、直接参加者は 2001 年8 月に

報告ガイドラインと共に発表されたオリジ

ナルの附属書 A と B のプロトコル案でカバ
ーされない排出源を除外することができる。 

 
ベースライン及び年間排出量の検証  
 
4.8 直接参加者がそのベースラインと年間排出

量を、制度の規則、報告ガイドライン及び関
連プロトコルに従って特定し、測定したら、

これらの排出量は認定検証者による検証を
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受けなければならない12。 
 
4.9 直接参加者はそのベースラインの検証を受

けなくとも、奨励金のための入札が許される。

しかしながら、検証結果としてそのベースラ
イン排出量が変化することがある。排出権の

割当は直接参加者の検証を受けたベースラ
イン排出量と参加者がオークションで入札

した目標に基づいて行われる。直接参加者は、

そのベースラインが検証されるまで、排出権
割当を受取らない。例えば、最初の遵守期間

に入るまでそのベースラインの検証が完了
しない直接参加者は、これが完了した後、初

めて ETA から制約のない排出権の割当を受

取る直接参加者は、遅くとも 2003 年3 月 31
日までに遵守しなければならない。 

 
4.10 ベースライン排出量は、行われた排出削減が

個別に確認された開始点からのものである
ことを確保するために検証されなければな

らない。検証者はこの仕事を提供する法的資

格があることを保証するために、認定を受け
ねばならない。英国基準認定サービス

（UKAS）は、認定する前に直接参加者のベ
ースライン排出量の検証に関して検証者を

評価する。 
 
4.11 直接参加者は、各遵守期間に続く調整期間中

にその年間排出量の検証を受けるように要
求される。 

 
ベースライン及び年間排出量における重要な虚偽

の申立て  
 
4.12 「重要性（Materiality）」とは、直接参加者

の総ベースライン又は年間排出量の数字に

関連して、個々の事項の相対的な意味又は重

要性を表す語句である。直接参加者の総排出
量に関する数字についての虚偽の申立て、及

び関連情報開示が政府が講じる決定や行動、
或いは直接参加者の検証書を利用するその

他の者が行う経済的判断や経済的行動に合

理的に影響を与えるなら、その件は重要であ
る。 

 
4.13 検証者の重要性についての評価には、虚偽の

申立ての量と性質の両方に関する考慮が含
まれる。例えば、比較的小さな脱漏や誤差は、

それが繰返されるなら、累積すると総排出量

の数字に重要な影響を与える。検証者は個々
の虚偽の申立てと訂正されない虚偽の申立

て全体の両方に関して重要性を評価するだ

                                                 
12 英国基準認定サービス（UKAS）は、利害関係

者に派遣されることを希望する検証者のパイロッ

トグループ一覧表を発行することができる。 

ろう。 
 
4.14 従って、検証者は総ベースライン又は年間の

数字における重要な虚偽の申立てに繋がり

かねない脱漏や誤差を考慮に入れる。このよ
うな虚偽の申立ての原因は、例えば、透明性

に欠け、偏向した、或いは矛盾した数字を生
む不十分な報告システム（即ち、正確に報告

プロトコルに従わない、体系的ではない記録

データ、及び間違いがあるスプレッドシート
の使用）であるかもしれない。 

 
4.15 大雑把な指針として、総排出量の数字におけ

る不確かな数字が全体で 5%以上であるなら、
検証者は総排出量数字における虚偽の申立

てを重要であると分類する傾向があるだろ

う。不確かな数字が全体で重要であると考え
られるなら、検証者は直接参加者の検証書に

署名することができない。この様な場合、直
接参加者は検証者が虚偽の申立ては重要で

ないと判断するまで、その排出量に関するデ

ータを修正しなければならない。直接参加者
がその排出量データを修正しないなら、検証

を受けた排出量データを持たず、従って制度
の規則を遵守しないことになる。 

 
4.16 検証者は、報告ガイドラインに附属するプロ

トコルに正確に従った固有の不確実性は考

慮に入れない。 
 
4.17 虚偽の申立てを重要であると分類するかど

うかに関する検証者の決定は、排出権取引市

場における排出権の値段による影響は受け
ない。 

 
ベースライン及び年次報告の要件  
 
4.18 制度に加入する直接参加者に関しては、直接

参加者が最初の排出権割当を受けることが

できる前に、下記の最低情報が検証者に報告
され、検証されなければならない： 

 
i) 排出源リストとベースライン排出量； 
 
ii) 経営者又は「指定された代表者」が署名した、

報告するデータは直接参加者の排出量に関

する正確な表示であるという自己宣言書 
 
4.19 遵守期間中に排出源リスト、ベースライン、

又は目標に変更がないなら、各調整期間が終

了する前に検証を受けるため、下記の最低情
報を検証者に報告する： 

 
i) 排出源リスト及びベースライン排出量； 
 
ii) 年間排出量； 
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iii) 利用した排出係数の排出源の証拠を含む計

算方法、前回報告したデータと報告するデー

タの比較可能性に影響を与えるかも知れな
い計算方法の変更； 

 
iv) 経営者又は「指定された代表者」が署名した、

報告するデータは直接参加者の排出量に関
する正確な表示であるという自己宣言書 

 
遵守期間中に排出源リスト、ベースライン、又は

目標に変更が生じた場合、調整期間終了前に検証

できるように、下記の追加情報も検証者に報告す
る： 
 
v) オークションによって決定した当該年の年

間目標； 
vi) 前年に比べて変化を示す新しい排出源リス

ト及びベースライン排出量； 
 
vii) 前年に比べて変化を示す新しい年間目標 
 
4.20 検証者は、検証過程において直接参加者から

必要な追加情報を要求することがある（例え
ば、個々の排出源に関するデータや排出量水

準の著しい変化の理由等）。 
 
4.21 ベースライン排出量、年間排出量、及び目標

はすべて tCO2e で表示する。検証者に報告

した情報はすべて、少なくとも、直接参加者

が制度に係わっている期間中は保有しなけ
ればならない。  

 
4.22 直接参加者は体系的な方法（電子データベー

スを利用する等）でデータ及びデータを支え

る方法の両方を記録するように要求される。
システムの正確性と透明性が、検証過程で検

証者により評価される。 
 
4.23 各検証過程の後、直接参加者は ETA に検証

報告書を提出する。検証者が無条件で要求さ

れる報告情報に署名した場合、検証報告書に

は検証されたベースライン排出量と、各遵守
期間終了時点で検証された年間排出量が含

まれているものとする。検証者が要求される
報告情報に署名できない場合には、検証報告

書にその理由を記載する。この情報を用いて、

ETA は必要な数の排出権を割当たり、取り
消したりして、直接参加者が制度の規則を遵

守しているかどうか決定する。 
 
4.24 報告及び遵守に関するさらなる詳細は第 5

節を参照のこと。 
 
協定参加者  
 
排出データの検証 
 

4.25 協定には独自の報告・検証要件がある。自主

的に制度に参加しない協定参加者、又は排出

権を購入するためだけに制度に自主的に参
加する協定参加者は、追加報告又は検証の実

行が要求されない。 
 
4.26 しかしながら、目標以上に達成した排出削減

により排出権を売却したい協定参加者は、 
 
・ ETA から排出権を得るために、そのエネルギ

ー使用又は排出量に関するデータを認定検証

者に検証させなければならない； 
 
・ 適切なら、その生産と製品構成に関するデー

タを認定検証者に検証させなければならない。 
 
報告及び遵守に関するさらなる詳細は第 5 節を参

照のこと。 
 

第 5 節               
 
制度の運営  
 
排出権の割当  
 
5.1 直接参加者は、協定を通して制度に加入す

る者に対するものとは異なる基礎に基づい
て、排出権を受取る。直接参加者は、その

排出権をいわゆる“キャップ・アンド・ト

レード（上限付取引）”ベースで排出権を受
取るが、他方、協定参加者は“ベースライ

ン・アンド･クレジット”ベースで排出権を
受取る。 

 
・ キャップ・アンド・トレード：直接参加者は、

毎年、少なくとも前遵守期間の排出量に等し

い排出権を保有していたことを条件に、次期
遵守期間に関して、その排出量上限に匹敵す

る排出権を受取る13。その後、参加者は自由
に排出権を売却できるが、各遵守期間に続く

調整期間末まで実際の検証済み排出量に等し

い排出権を保有していることを確保しなけれ
ばならない。 

 
・ ベースライン・アンド・クレジット：協定参

加者は、エネルギー使用量又は排出量を目標
以下に削減したなら、各遵守期間（別名“マ

イルストーン年”として知られているー第 5.4
節を参照）終了時点で排出権が割当てられる。
交付される排出権の量は超過達成量に相当す

る。目標を達成できず、取引を選択する協定
参加者は排出権を受けないが、各遵守年に続

く調整期間終了前に必要な数の排出権を購入

                                                 
13政府が前年度の検証済排出データを受取るまで、

2 年から 5 年、彼らは排出権を全部は受取らない。 



Framework for the UK Emissions Trading Scheme 
http://www.defra.gov.uk/environment/climatechange/trading/pdf/trading-full.pdf 

GISPRI 仮訳 
 

 16 

しなければならない。 
 
絶対的目標と相対的目標  
 
5.2 すべての直接制度参加者は絶対的排出削減

量に関して確定した目標を持つ。協定参加

者も絶対的エネルギー又は排出量目標を取
るオプションがあるが、大半の参加者は、

“相対的”目標と言われる、生産単位当た
りのエネルギー使用又は排出量に関して確

定した目標を選択した。 
 
5.3 絶対的上限を持つ協定参加者は、“ベース

ライン・アンド・クレジット”方式でスタ
ートするだろう14。しかしながら、より長

い期間ではこれらの参加者が“キャップ・
アンド･トレード”に基づいて取引を行う余

地があるだろう。相対的目標の協定参加者

は、ベースライン・アンド･クレジットに基
づいてだけ取引を行うことができる。 

 
5.4 協定参加者の遵守期間は必ずしも暦年に基

づいて運営されるのではなく、その代わり
に 2 年毎に 1 年間続く“マイルストーン期

間”がある。各部門には期間に関して幾ら

かのフレキシビリティが与えられ、10 月 1
日から 1 月1 日の間で開始日を選択するこ

とができた。政府は中間の非マイルストー
ン年における目標の役割を何も考えていな

い。協定の対象とならない年に関する遵守

体制がない場合には特にそうである。従っ
て、協定参加者は非マイルストーン年の目

標がないし、これらの年に排出権を得るこ
ともできない。彼らは何時でも自由に排出

権を取引できる。 
 
登録簿  
 
5.5 排出権又はクレジットの保有、購入、或い

は売却を望む者は、登録簿に口座を持つ必
要がある。登録簿は制度の中核に位置する。

参加者全員による排出権の保有を記録し、
その最初の割当からあらゆる所有権の移転、

最終的な取消しや償却まで追跡する。これ

を行うために、登録簿は以下の事項を記録

                                                 
14 これは、例えば、企業がある現場に関連した排

出権すべてを売却し、次の遵守期間開始前にその
現場を閉鎖することを防ぐために必要である。こ

の問題は、協定でこれに対するペナルティ（80%
の減税を失うこと）が現場別に、そして続く 2 年
間だけに適用されるという事実によって生じる。

従って、このペナルティは、マイルストーン期間
終了前に閉鎖される現場の場合には有効ではない。

ペナルティは企業レベルで適用されるので、直接

参加者に関しては同じ問題が生じない。 

する： 
 
・ 各参加者の口座に関する情報（詳しい連絡先

とともに指定口座保有者の氏名を含む）； 
 
・ 政府による最初の排出権割当； 
 
・ プロジェクト又は国際移転からの参加者への

クレジット； 
 
・ 移転による保有の変更 
 
・ 排出権の取消しと償却；及び、 
 
・ 将来使用するための排出権の預け入れ 
 
5.6 当初この登録簿は英国の制度内での排出権

及びクレジット保有の変更を追跡する手段

とするが、やがてこれは EU 各国との国際

取引及び京都議定書に基づく国際取引のた
めの英国・国内登録簿として機能するだろ

う。 
 
5.7 英国の制度内での各排出権又はクレジット

は、二酸化炭素換算トン（ t C O2e ）を示す。

排出権は電子形態でのみ存在し、それぞれ

新しい国際要件に従った独自の通し番号を
持つ。この通し番号は以下のものを含む： 

 
・ 英国の制度内での発行年度（ビンテージ）； 
 
・ 京都議定書に基づく排出権が発行された目標

期間。2008 年より前の排出権に関してはゼロ
となる； 

 
・ 出所に関する情報（排出権であるか、或いは

プロジェクト・クレジットであるか）； 
 
・ 発行年度と結びつける場合、排出権はすべて

独自に特定可能であることを保証する個々の
番号 

 
5.8 排出権及びクレジットは連続番号が付けら

れた単位ブロックで参加者に発行される。
大部分の移転はひとつ以上の単位が係わり、

ブロックは元のままで移転されるか、必要

なら小さく分割される。 
 
5.9 英国政府だけが英国の排出権とクレジット

を発行する。その他の国外の排出権又はク

レジットは、それが英国と相互協定を締結
している国の政府によって創設されたか、

或いはその他の認可された国際的出所から

のものである場合にだけ、制度の下で認め
られる（第 9 節を参照）。 

 
5.10 登録簿の日常的な職務は、参加者の間での
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移転を実行し、これを記録し、それに従っ

て排出権保有を調整することである。政府

は、登録簿が電子で、リアルタイムに機能
して、取引がインターネットを通して安全

に行われると予想する。相対部門（第 5.13
節）からの移転は、登録簿レベルで操作す

る制限に服するので（第 5.21 節を参照）、

これらの移転は何時も認められるとは限ら
ない。登録記録は関係口座及び移転された

排出権の通し番号を含む、あらゆる移転の
記録を保持する。 

 
5.11 登録簿及び口座の開設方法に関するさらな

る情報は、2002 年 4 月に制度が取引を始

める前に入手可能となるだろう。 
口座の種類  
 
5.12 登録簿には 4 種類の口座がある： 
 
１． 遵守口座。各目標保有者は、指定された遵

守口座を持たなければならない。この口座
内に保有されている排出権又はクレジッ

トだけが、各調整期間終了時点で、その目

標と共に遵守に有利な条件になる。目標保
有者が“キャップ･アンド・トレード”又

は“ベースライン・アンド・クレジット”
に基づき運営しているかには関係なく、排

出権はこの遵守口座に割当られる。協定参

加者は、企業全体のためにひとつの口座を
持つか15、或いは各目標単位のためにそれ

ぞれ口座を持つか選択することができる。 
 
２． 取引口座。すべての制度参加者は取引口座

を開設することができ、これにはトレーダ

ーや非政府組織 NGO 等の非目標保有者も

含まれる。取引口座は遵守過程で何の役割
も演じない。 

 
３． 国内償却口座は、調整過程で放棄された排

出権やクレジットすべてを保有する。ETA
だけが償却口座に移転を行うことができ

る。いったん償却口座に入れたなら、排出

権又はクレジットはさらに移転されたり、
参加者によって遵守目的のために使用す

ることはできない。 
 
４． 国内取消し口座もある。この口座に移転さ

れた排出権又はクレジットはすべてさら

に移転したり、遵守目的のために利用して

                                                 
15 企業レベルの口座は、ひとつの包括協定に基づ
く施設だけを対象とすることができる。企業が複

数の包括協定に入る施設を持つなら（即ち、企業
はひとつ以上の部門協会に報告を行う）なら、各

協定における施設を対象とする口座を持つ必要が

ある。 

はならない。これは、例えば NGO が、取

引口座を開設し、市場で排出権を購入し、

その後それを取り消すことができるよう
にする。企業及び個人は、温室効果ガスを

自主的に相殺するために、他で排出権を購
入し、取り消す選択を行うことができるだ

ろう。 
 
絶対部門と相対部門  
 
5.13 制度はふたつの部門に区分される、即ち、

絶対部門と相対部門であり、すべての口座
及び排出権はこの両部門の何れかに位置す

る。遵守口座はすべて関連目標保有者と同
じ部門に置かれる。従って、絶対目標を持

つすべての協定参加者は、絶対部門にある

遵守口座を持ち、その排出権は相対部門に
発行される。しかしながら、参加者は取引

口座をどちらの部門でも自由に開設できる
ので、相対部門の参加者は相対部門の取引

口座を開設することができる。この場合、

そのふたつの口座間の移転は、相対部門と
絶対部門間のその他のあらゆる移転と同じ

制限を条件とする（下の“ゲートウェイ”
の運営についての説明を参照）、従って、遅

延や完了しないことがあるかも知れない。

政府は、プロジェクトに関する規則を発表
するとき、プロジェクトクレジットの身分

を確認するだろう。 
 
排出権の取引と移転  
 
5.14 排出権の取引は原則として通常の商業取引

と変わらない。その最も簡単なレベルで、

二人の当事者は他の商品（コモディティ）

で行うことができるのと同じ方法で、相互
ベースの取引を行うことができる。実際に

は、第三者の取引の場、ブローカー、及び
派生商品市場の存在が、取引のやり方で目

標保有者も非目標保有者も同じくより大き

なフレキシビリティのある取引を可能にし、
市場全体で利用可能な値段に関する意識を

より大きくする。取引を行うとき標準条件
を用いるようにとの要求は、制度の規則に

はない。 
 
5.15 制度の中で移転と取引を区別することは重

要である： 
 
移転はひとつの口座から別の口座へと排出権又は
クレジットの動きを言う16。上述したように、制度

内の各排出権は登録簿の口座で保有される。移転

                                                 
16 参加者が複数の口座を持つなら、その自分の口

座間で排出権を動かすことができる。手続きは、

他の参加者と排出権を売買するのと同じである。 
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は登録簿を通してのみ遂行可能である。 
 
取引は参加者の間での金融取引であり、この結果、

彼らの間で排出権の移転になるかも知れないし、

ならないかもしれない。取引は“先物”や“オプ
ション”等の派生商品を含む多様な取引を対象と

する17。これらは主として市場でリスク管理の方法
として生じる。すべての取引が直ちに移転に結び

つくのではない。移転がおこなわれない場合、登

録簿に通知する必要はない。しかし、オプション
が請求された場合等の様に、移転が行われたら排

出権を口座間で移転させることができる様に、直
ちに登録簿に通知しなければならない。 
 
この区別が持つ重要な意味は、取引が実行される

場合、排出権を持たなくとも取引が可能であるこ

とである。例えば、相対部門の参加者（マイルス
トーン年終了後に初めて排出権を受取る）は、そ

のマイルストーン年の期間中に先物・派生商品市
場で取引を行い、排出権はそれが割当られた後で

引渡すことができる。 
 
5.16 取引は制度参加者の間で直接行うことがで

きる。代わりに、排出権ブローカー等の仲
介者を関係させることも可能である。この

どちらの方法を選ぶか決めるのは参加者次
第である。 

 
5.17 移転は“売り手責任”に基づいて行う、例

えば、すべて排出権は売り手の遵守状況に

関係なく、制度自体で価値がある。目標保
有者が排出権を売り、その後目標を遵守で

きなかった場合、売却した排出権は依然と
して有効であり、ペナルティーは買い手で

はなく、すべて売り手に課せられる。これ

は空売りを防止する誘因として不可欠であ
る（第 5.42 節）。 

 
排出権の移転 
 
5.18 上述したように、必ずしも全ての取引では

ないが、一部の取引では移転が最終段階と
なる。登録簿は取引の場ではなく、取引の

金融及び契約面のことは他で行う。移転を

行うために、売り手はそこで移転を行いた
い登録簿のウェブサイトの口座にアクセス

する。ウェブサイトのフォームは買い手の
口座の確認を可能にするものであり、どの

程度の排出権の移転を希望しているか明示

している。詳細が分かり、確認でき次第、
登録簿は直ちに移転を行う（相対部門から

                                                 
17 先物売りは将来の特定期日に排出権を引渡す契
約をする売り手が係わる。オプションは将来の特

定期日に排出権を売買する権利を得る当事者が係

わる。 

の移転に関するゲートウェイの状況を条件

とする －下記を参照）。例えば、取引口座

から遵守口座へと、参加者が排出権を自己
の口座間で移転させたい場合にも、上記の

事項が適用される。 
 
5.19 移転請求をウェブサイトではなく、ファッ

クスとか電話で行いたい参加者のために、

制度管理者は手動操作で移転を実行するこ

とができる。これは登録簿のウェブサイト
により自動的に処理される請求のように迅

速に遂行することはできないかも知れない。 
 
価格情報  
 
5.20 排出権が移転された価格は、温室効果ガス

排出削減費用に関して、市場及び政府にと

って重要な情報である。活発に取引される

市場があれば、価格情報を収集し、経済欄
やブローカーのウェブサイト等、通常のチ

ャンネルを通して入手可能となる。現在、
政府は直接このプロセスに係わる計画はな

い。しかしながら、十分な価格情報が入手

できないことが明らかになれば、政府は移
転に関連した価格情報を収集し、これをま

とめて表示する権利を留保する。政府は、
1992 年環境情報規則の要件を条件とし、

個々の移転の価格に関する情報を公表する

積もりはない。 
 
ゲートウェイ  
 
5.21 相対的目標の性質は、相対部門はすべての

参加者がその目標を達成しても、排出削減

量を引渡すとは限らないことを意味する。
相対部門の参加者が目標以上の成績を上げ

ることはあり得るが、その生産も増加すれ

ば、その排出全体は必ずしも減少せず、増
加することもあり得るだろう。これが制度

の有する全体的な環境上の利点を脅かさな
い様に、いわゆる“ゲートウェイ”方式が

相対部門から絶対部門へ排出権の純移転が

ないことを確保する。相対部門から絶対部
門への排出権の移転はすべてゲートウェイ

を通過しなければならない。ゲートウェイ
は相対部門から出入りする累積移転総計を

計算する。相対部門への純流入があった場

合にだけ、相対部門の参加者は絶対部門へ
排出権を移転することが認められる。 

 
5.22 ゲートウェイはリアルタイムで操作され、

参加者は何時でも登録簿のウェブサイトで
ゲートウェイの状態を確かめることができ

る。ゲートウェイが閉まっている時、相対

部門からの移転は許されない。この様な移
転を行いたい者は、登録簿に要請し、ゲー
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トウェイが開いている場合にだけ移転が完

了する。ゲートウェイの状態は他の移転を

制限するものではない。 
 
5.23 下の図１（a）では、相対部門への排出権

の純流入があり、従ってゲートウェイは

40,000 単位まで開かれている。この量まで
の相対部門からの移転は許される。参加者

が総量を移転するなら、状況は（b）のよ

うになり、ゲートウェイは追加の流入が行
われるまで閉鎖されるだろう。 

 
図 5.1. ゲートウェイの操作。矢印は絶対部門と相

対部門間の排出権及びクレジットの累積フローを
示す。 
（訳注：以下番号処理） 
a)  １．絶対部門   ２．相対部門   ３．開いた状
態のゲートウェイ 
b)  １．絶対部門   ２．相対部門   ３．閉じた状
態のゲートウェイ 
 
預け入れ（banking ）と借入れ（borrowing）に関

する規則  
 
5.24 排出権の預け入れは、投資決定にフレキシ

ビリティを与え、目標保有者がその排出状
況の輪郭を景気循環を通して均すことを可

能にして、目標達成に役立つことができる。
又、目標超過によって発生した排出権は、

後年のために保有し、売却するか、遵守の

ために利用することができるので、早期に

行動を起こすインセンティブを提供する。

2007 年まで排出権の無制限預け入れが認
められる。 

 
5.25 絶対的目標を持つ参加者に関しては、最初

の京都議定書目標期間（2 0 0 8-12 年）に、
参加者が自己達成した目標以下の排出削減

量上限まで排出権を預け入れる自由がある。

これは参加者がその間にこれらの排出権す
べてを売却したか否かに関係なく適用され

る。追加保有は下記の制限を条件とする。 
 
5.26 政府は 2 0 0 7 年以降、その他すべての排出

権及びクレジットの預け入れに制限を課す

権利を留保する。これは相対部門のすべて

の排出権、及び先に定義した様に、各参加
者自身の排出削減量が超過した絶対部門に

おける保有量に適用される。これらの制限
は 2007 年終了時に適用対象となる保有に

対しパーセンテージに基づく取消しの形で

行われる。正確なパーセンテージ限度は、
政府が英国の市場規模をもっと良く判断で

きるようになった時、又、英国の京都議定
書の目標達成に向う発展度に照らして決定

する。政府は遅くとも京都議定書の目標期

間の 2 年前に制限高を発表するが、それよ
り早く行えるように努力する。 

 
 
例  5.1 
A 社は年間 40,000tCO2e のベースライン排出量から合計 5000 tCO2e の削減（例えば、年間 1000 tCO2e
までの排出権を削減する絶対的目標）を約束した。従って、その年間目標は、制度の 5 年期間にわたり、
それぞれ 39,000、38,000、37,000、36,000、及び35,000 である。5 年間のその排出量は、39,200、38,000、
36,800、35,800、及び 34,700 であった。5 年期間終了時までに、A 社は累積合計で 500 tCO2e
（-200+0+200+200+300）目標を上回った。会社はこの排出権をすべて売却したが、2007 年 12 月 31 日前

に排出権を 1000 購入した。政府は、適用可能な場合には、預け入れ制限は排出権保有量の 30%の取消し

という形で行うことを発表した。 
 
結果：会社は制限を受けることなく、500 の排出権を繰越すことができる。残る500 の排出権は 30%減少
して 350 の排出権が残る。合計 850 の排出権が 2008 年に繰越される。 
 
 
 
5.27 目標保有者の次年度割当から排出権を借入

れることは、目標保有者が将来の或る時点

まで排出削減を延ばすことを事実上可能に
する。これは環境上の影響、及び制度の信

頼性の両面で望ましくない。どのような排

出権の借入れも許可されない。 
 
取引の税務処理  
 
5.28 排出権は租税上収入項目として処理される。

このことは、排出権を購入する企業は費用

に関して租税減税を受けることを意味する。

排出権の売却による利益は企業の売買益の
一部として課税されるだろう。 

 
5.29 排出権は現在の印紙税権限の範囲、又、電

子取引を対象に入れる印紙税近代化の中に

も入らない。 
 
報告と遵守  
 
5.30 各遵守期間の直ぐ後に続く期間は、制度運

営上の主要な段階である。この時点で目標
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保有者は前遵守期間の排出量に関して報告

しなければならない18。これはその目標及

び／或いは排出権保有に照らして調整され
る。すべての目標保有者は、その検証済み

排出量合計をカバーするのに十分な排出権
を保有しているか（直接参加者の場合）、或

いは目標以上の排出量又はエネルギー使用

をカバーするのに十分な排出権を保有して
いる（協定参加者の場合）ことを確保しな

ければならない。 
 
5.31 目標保有者にとって、各年度末に以下の三

つの主要な段階がある： 
 
・ 遵守期間末、この後その年度の排出総量を計

算することができる； 
 
・ 調整期間、遵守期間に続く。この期間中に引

き続き排出権の取引を行うことができる； 
 
・ 調整期間終了時の最終期限、この後 ETA はす

べての排出権の保有と検証済み排出量を評価

する。 
 
これらの段階は、直接参加者と協定参加者によっ
て多少異なる。詳細は下で述べる。 
 
有効な排出権  
 
5.32 目標保有者は、英国を本拠とするプロジェ

クトからのクレジットを含み、その目標に

対し、英国の排出権を提出することができ
る。それらが適切な承認を得ているなら、

取得した国外の排出権又はクレジットも自

由に利用することができる： 
 
・ 京都議定書のクレジット。京都方式を管理す

る規則（CDM、JI 及び排出権取引）は国際

的な同意を得なければならないが、2001 年
11 月にマラケシュで開催される気候変動条

約締約国（COP７）第 7 回会議で最終的に認

められることが期待される（第 9 節を参照）。 
 
・ 2008 年前に他の制度の排出権は、ETA 及び

その他の関連当局によって相互承認が与えら

れた場合にだけ有効となる。 
 
5.33 排出権はすべて適切なビンテージのもので

なければならない。ETA が発行する排出権

は その“ビンテージ”が明確であり、それ

が発行された年の遵守年及びその後の遵守
年に利用することができる。これはその発

効日以前に利用できない。例えば、2003
年 1 月 1 日迄に 2003 年のビンテージ排出

                                                 
18 協定参加者もそのエネルギー使用、生産高及び

その他のデータを報告しなければならないだろう。 

権を受取った直接参加者は、締切り期限が

2003 年3 月 31 日であっても、これをその

2002 年度の目標を遵守するために提出す
ることはできない。登録簿によって表示さ

れる口座情報は排出権のビンテージを非常
に明確にするので、参加者は保有するビン

テージが異なる排出権を容易に区別するこ

とができる。 
 
直接参加者の報告と遵守  
 
（１） どの直接参加者の場合も遵守年19は 12 月

31 日に終わり、その後に 3 ヶ月の調整期

間が続く。直接参加者はこの時以下の３
段階を完了しなければならない； 

 
・ 先ず、本書及び報告ガイドライン 22 に従っ

て、前年度の排出量データを編纂する； 
 
・ 次に、第 4 節で説明した様に、その排出量に

関するデータを認定検証者に検証させなけれ
ばならない。検証者の適切な検証書を添付し

たこの情報は、3 月 31 日までに ETA に提出
しなければならない； 

 
・ 三番目に、遅くとも 3 月 31 日迄にその遵守

口座に当該年度の検証された排出量をカバー

するのに十分な、有効な排出権を保有してい
ることを確保するのに必要な追加取引を実行

しなければならない。十分な排出権を保有し
ていない場合の結果に関しては、下の第 5.42
節で説明する。 

 
（２） ETA は、各直接参加者の遵守の有無を決

定するために、その排出量に関する情報
と遵守口座保有高を利用する。総排出量

に等しい排出権はETA により参加者の遵
守口座から英国償却口座に移転される。

余剰排出権があれば、参加者の遵守口座

に残される。 
 
（３） 直接参加者が遵守しているなら、適切な

奨励金が支払われ、次年度のために排出

権全量が割当てられる。この段階は ETA
が検証された検証書を受取り次第直ちに
完了する。ETA は排出量及び遵守に関す

る情報を 3 月 31 日後に公表する。

                                                 
19 制度が 2002 年 4 月に開始しても、最初の遵守

期間は 2002 年1 月 1 日に始まる 12 ヶ月をカバー

する。 
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（４）  
 
 
例  5.2 
 
・ A 社の上限は 50,000tCO2e で、排出権 50,000 が発行された。会社はその 1 年間排出権の売買を行わ

なず、年度末にその排出権を全部遵守口座に保有している。 
 
・ 12 月 31 日過ぎに、会社の実際の排出量が 51,000CO2e であることが分かり、従って、その排出量を

カバーするために排出権を 1000 購入しなければならない。排出量に関する検証は 2 月に行われ、デ

ータが ETA に提出された。 
 
・ 会社は排出権を 1000 購入し、それを遵守口座にいれた。 
 
・ ETA は排出量と排出権保有高を評価し、会社は当該年度に関して遵守したと証明した。 
 
・ 排出量をカバーするために使用された排出権をすべて ETA により償却され、国の償却口座に入れら

れる。その遵守口座に 51,000 以上の排出権があったなら、残りは将来の利用のために残されただろ

う。 
 
・ 会社の奨励金支払は承認され、次期会計年度に支払われる。会社は次期遵守期間のために排出権が全

量割当てられる資格も与えられる。 
 
 
協定参加者の報告と遵守  
 
5.34 協定参加者に関して取引は全く任意である

が、排出権を売買して、その目標のために

利用することを希望する運営者は、登録簿
に遵守口座を持つ必要がある。上の第 5.12
節で説明した様に、会社は遵守口座をひと
つだけ持つか、或いは取引を希望する各目

標単位毎に遵守口座を持つことができる。

運営者は、取引を望まない目標単位に関し
ては口座を必要としない。 

 
5.35 ETA は協定参加者について遵守を評価し

ない。それにも係わらず、協定参加者と制
度の間には、調整期間に幾つかの段階に分

かれる共通問題がある。これは、目標達成

のために排出権の購入を希望する協定参加
者に比して、排出権取引市場で排出権を売

却したい協定参加者に関してはより複雑で
ある。 

 
5.36 協定参加者の調整期間は 1 月 31 日に終了

する。マイルストーン年の後の 4 月 1 日に

始まる次の減税期間に関して、当該部門に
資格があることを証明するために、時機を

得て遵守状況を確認しなければならない。
マイルストーン期間は9月30日から12月

31 日の間、いつでも終了でき、協定参加者

にはそのマイルストーン期間終了日と調整
期間終了日の間に 1 ヶ月から4 ヶ月の期間

が与えられる。 
 
5.37 目標達成後に排出権を売却したい協定参加

者 
 
（１） 運営者が制度に参加したのが初めてなら、

運営者は上記の遵守口座を開く（登録簿が

利用可能な状態であれば、何時でも行え
る）。 

 
（２） 運営者はマイルストーン期間のエネルギ

ー使用と排出量に関するデータを集め、
tCO2e で表示した超過達成総量（即ち、目

標以上の削減）を計算する。協定の多くは

目標を製品構成又は生産高に関して調整
することを認めている。この便宜はさらな

る排出権を生み出すために利用すること
はできないので、調整されない目標だけが

用いられるかも知れない。 
 
（３） 制度の下で認定された検証者は、エネルギ

ー使用／排出量／生産高に関する運営者
のデータ、即ち、総余剰 tCO2e を検証する。 

 
（４） 運営者は ETA と連絡をとり、割当てられ

る筈の排出権数を指摘した検証済みのデ

ータを提出する。 
 
（５） ETA は正しい数の割当量を登録簿の遵守

口座に割当てる。これは ETA が情報を受

取り次第いつでも行うことができる。 
 
（６） その後、運営者はこの割当量を売却するか、

取引口座に入れるか、又は将来、遵守のた

めに利用できるその遵守口座に残してお

くか、自由である。 



Framework for the UK Emissions Trading Scheme 
http://www.defra.gov.uk/environment/climatechange/trading/pdf/trading-full.pdf 

GISPRI 仮訳 
 

 22 

 
（７） 1 月 31 日に調整期間が終わった後、登録簿

は協定管理者に各協定参加者の遵守口座

に発行した割当数、及びすべての遵守口座

の現保有残高を通知する。 
 
（８） これらの保有高は、実績と排出権保有高に

対して目標を調整する協定の遵守過程に

入れられる。その目標を達成できなかった
企業又は目標単位は、その指定遵守口座に

十分な排出権を保有しているなら、遵守に

分類される。 
 
（９） 協定管理者は登録簿に、目標遵守のために

どの程度の排出権を必要としたか述べる。

これらは償却され、英国・償却口座に移さ
れる。余剰割当はその遵守口座に残される。 

 
5.38  遵守のために排出権の購入を希望する協定

参加者 
 
（１） 運営者が制度に初めて参加したのであれ

ば、運営者は上記第 5.12 節で説明した遵

守口座を開く（これは登録簿が利用可能

な状態であれば何時でも行うことができ

る）。運営者は市場で排出権を購入し、調
整期間が終わる 1 月 31 日前に、又は当該

部門の報告要件を満たすために要求され
るなら、それより早い時期に、排出権が

遵守口座に入るようにする。 
 
（２） 調整期間終了する 1 月 31 日に、ETA は

協定管理者に協定参加者全員の遵守口座
内の排出権保有高を通知する。 

 
（３） この保有高は、実績及び排出権保有高に

対して目標を調整する協定遵守過程に入
れられる。 

 
（４） 協定管理者は ETA に、遵守のために排出

権がどの程度「使用」されたか伝える。

これらは償却され、英国・償却口座に移
される。余剰排出権は協定参加者の遵守

口座に残される。 

 
 
例  5.3 
説明を簡単にするために、部門レベルの遵守、生産高、製品構成等に関しては言及しない。 
 
・ A 社の目標単位はひとつで、その目標は二酸化炭素 10,000 トンである。その最初のマイルストーン

年は 2002 年 9 月に終わる。 
 
・ A 社は二酸化炭素排出量を 9,000 トンに削減した。 
 
・ 11月末までに会社はその排出量データを検証させ、ETA にその目標を1000 トン上回ったと報告した。

排出権 1000 は登録簿の会社の遵守口座に貸方記入される。 
 
・ 12 月に会社はこの排出権をすべて売却する。 
 
・ 1 月 31 日の締切り後、ETA は協定管理者に運営者は排出権 1000 を受取ったが、何も保有していな

いと伝える。 
 
国務大臣は、運営者は遵守しているので、2003 年 4 月1 日に始まる次期 2 年間の減税資格があると認める。 
 
 
 
例  5.4 
説明を簡単にするために、部門レベルの遵守、生産高、製品構成等に関しては言及しない。 
 
・ B 社の目標単位はひとつで、その目標高は二酸化炭素 10,000 トンである。その最初のマイルストー

ン年は 2002 年 12 月に終わる。 
 
・ 会社の排出量は増加し、年度末現在、二酸化炭素 10,600 トンである。 
 
・ 目標が達成できないことを予測して、会社は 12 月に排出権を 1000 購入して、遵守口座に入れる。 
 
・ 1 月 31 日の締切り後、ETA は協定管理者に会社が排出権 1000 保有していると伝える。 
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・ 協定管理者は、会社はその目標を超えた分をカバーするために必要な排出権 600 を保有しているの

で、遵守していると認める。会社は 4 月 1 日に始まる次期 2 年間の減税資格が与えられる。 
 
・ 協定管理者からの確認の後、1000 の内 600 が償却され、400 が残された。これらは将来遵守のため

に利用するか、売却することができる。 
 
 
協定参加者間の取引  
 
5.39 協定参加者は、遵守口座を開設し、他の排出

源から排出権を購入するだけで、目標の達成

を助ける排出権を購入することができる。し
かしながら、達成超過によって生まれた排出

権を売るためには、それぞれ報告したエネル
ギー使用又は排出量を検証してもらう必要が

ある。これは参加者が他の協定参加者、又は

同じ部門内の他の協定参加者に売却する場合
にも適用される。 

 
部門レベルの遵守  
 
5.40   協定の遵守過程における最初の段階には、

部門全体の実績の評価が係わる。この段階で
部門全体が合格すれば、個々の実績をさらに

評価することなく、部門のメンバー全員が合

格する。その目標以上の成績をあげたが、排
出権を売却しなかった協定参加者は、この超

過成績でその部門全体に寄与する。従ってそ
の目標を達成できなかったメンバーを助け出

すことになる。「余剰排出権」が部門合計に算

入されると、協定参加者はそれを売ることが
できなくなる。その代わりに、協定参加者が

排出権を 1 月 31 日の調整期間締切日の前に
売却すれば、この余剰排出権はもはや部門全

体に寄与しない。協定参加者が目標以上の成

績をあげたが、それを部門の協会に報告する
時点までに検証してもらわなかったなら、そ

の排出権に対する資格を失う危険を冒すこと
になる。部門協会が、参加者が後の段階で排

出権を売る予定であるなら、個々の参加者に

よる超過達成分を部門に算入しないことが重
要である。この状況に置かれたメンバーが、

それを検証してもらい、排出権として彼らの
口座に入れてもらうことが出来るまで、余剰

排出権を守るために彼らのその“使用目的を

限定”できる方法を考え出すのは部門の協会
のためになる。 

 
5.41  DEFRA は制度と協定の間の共通問題に関

する追加ガイダンスを発行するだろう。 
 
不遵守の結果  
 
直接参加者  
 
十分な排出権を保有できなかった場合の結果  

 
5.42   制度運営の早い段階で、奨励金、及び次期

遵守期間の排出権割当を完全に受取るために、

直接参加者は毎年の調整期間終了時に、遵守

していること（即ち、前遵守期間中にその総
排出量をカバーするのに十分な排出権をもっ

ていること）を実証できなければならない。 
 
5.43   制度の後の段階において不遵守の結果はこ

の意味で異なる。議会の時間が許せば、直ち

に政府は、なかんずくその年間排出量に匹敵

する排出権を保有できない直接参加者に課す
法令による罰金制度を定めた法規を導入する

ために議案を提出する予定である。しかしな
がら、法令による制度は 2002 年に制度が開

始するまでには施行されないだろう。 
 
5.44   最初の段階で、十分な排出権を保有しない

と、下記の結果をもたらす； 
 
i) 奨励金が支払われない。 

直接参加者は前遵守期間の排出量をカバー

するのに十分な排出権を保有することを実
証した場合にだけ、奨励金の分割支払を受け

る資格が与えられる。この条件の遵守を実証

できない年に関して、直接参加者に奨励金は
支払われない。 
 

ii) 次期遵守期間に関して割当てられる排出権

数の削減。 
 
少なくとも前遵守期間の排出量に等しい排出権を
保有しなければならないとする要件を遵守した場

合にだけ、直接参加者は次期遵守期間のために排

出権の割当を全量受取る資格が与えられる。 
 
遵守していなければ、資格が与えられる排出権数
は、ペナルティ係数を乗じたその“不足数”まで

削減される。“不足数”は直接参加者の前年度の排

出量から前年度に保有した排出権を引いた数に等
しい。ペナルティ係数は懲罰的ではなくして不遵

守を防止する適切な水準で設定されるだろう。政
府はこの係数が 1.1 と 2 の間になることを提案し

ている。排出権取引グループとさらに協議を重ね

た後、最終決定を発表する20。例えば、2002 年に

                                                 
20 同様な制度が、環境面での実効性があることを

確保するために 1.3 の“復元レート”を用いて京都

議定書でも同意された。 
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直接参加者の排出権不足は 100 で、係数は 1.3 で

ある。2003 年に直接参加者は 130 からその 2003
年度の上限（オークションで設定した年間目標に
関連して決定された）を引いた排出権が与えられ

る。この方式の結果、十分な排出権を保有できな
かった直接参加者は、次年度に事実上より厳しい

目標に直面する。この方法は制度全体の完全な環

境上の利益が護られることを保証する。   
 
5.45   体制が法的な支えを得ると、排出権が不足

する直接参加者が受ける影響は以下の通りに

なる： 
 
i) 罰金 
 

直接参加者は排出権を持たない各二酸化炭素
トン当たりの固定罰金に処せられるだろう。罰

金の水準は、まだ決定されていないが、排出権

の予想価格に釣り合いが取れたものとする。 
 

ii) 奨励金が支払われない。上の5.44 i)節を参照。 
 
iii) 次期遵守期間に関して割当てられた排出権数

の削減。 
 

上の第 5.44 i)に関して、罰金が導入され次第

すぐに係数が１に引下げられる。従って、 
   直接参加者の割当は、正しく前年度の目標に対

する不足量まで削減される。これは懲 
   罰制裁を導入することなく、制度の環境面での
実効性を護るものである。 
 
5.46   加えて、両段階とも、政府は調整期間終了

時に十分な排出権を保有していない直接参加

者全員のリストを毎年公表する予定である。 
 
全体的な排出量目標  
5.47   さらに、直接参加者の奨励金の支払を受け

る資格は、制度の最初に参加者自身が設定し
た排出削減実績全体を条件とする。これに続

き、上記のように設定された各調整期間終了

時に不十分な排出権の保有によること以外に、
5 年の制度期間内の総排出量が償却のために

提出された排出権総数を超えた直接参加者は、
これより前に受取った奨励金があればそれを

利息とともに返金するように要求される。直

接参加者が制度終了前に制度から脱退しない
ようにし、実際の排出量削減が達成されるこ

とを保証するため、制度から脱退する者も受
取った奨励金は利息と一緒に返金するように

要求される。 
 
制度の規則に対する不遵守の結果  
 
5.48   政府は、直接参加者がその奨励金支払や年

間排出権割当に関する規則以外の規則に関し

ても遵守できない場合がでることを認識して

いる。違反の範囲は重大な濫用（不正行為や

詐欺行為等）から小さな違反（報告期限に遅
れる等）まで幅広い。制度の規則には、これ

らの異なる範疇の不遵守に相応して取り組み、
適切な制裁を適用する遵守体制が含まれる。 

 
5.49   データの期限後の提出は目標達成の失敗と

は見なされないことに注意して欲しい。しか

しながら、直接参加者はその排出量を報告す
るまで、奨励金もその完全な排出権も受取る

資格が与えられない。政府は、直接参加者が
その年次報告書を各年度の 3 月 31 日までに

提出することを確保するために、追加ペナル

ティが必要であるか否か考慮する。 
 
5.50   遵守体制の詳細とその運用方法については、

本年末に制度の規則を説明するときに発表す

る。 
 
5.51   政府は、特定の条件の下で、制度直接参加

者が一般刑事法（1968 年窃盗法等）の下で制

度の規則違反に責任を負うべきか考慮する。

政府は、制度に法的な裏付けを与える法律を
導入する時、排出権取引特有の新しい刑事犯

罪を加える必要があるか考慮する。 
 
協定参加者  
 
5.52   協定を通して参加する者は、そのマイルス

トーン期間に対応して、2 年ベース（2 年毎

に 1 年）で目標を遵守するように求められる。

協定参加者に適用される主なペナルティは、
次期 2 年間の 80%減税の取消しである。 

 
紛争手続き  
 
5.53   政府は、協定に関して採用した制度に類似

した、事実関係の紛争を解決するために独立

審判官を利用する制度の導入が適切ではない
かと考慮している。協定条項のコピーは

DEFRA で入手できる。今年後半に制度の規
則を発表する際に、詳細を入手できるように

する。 
 

第 6 節               
 
英国を本拠とするプロジェクト  
 
6.1 プロジェクトとは、温室効果ガス排出の量的

削減をもたらす明確に規定された活動であ
る。プロジェクトはクレジットを取得し、そ

れを制度の中で取引してよい。制度内の目標

保有者は、その義務を果す一助として、認可
された英国を本拠とする排出削減プロジェ

クトによって得たクレジットを利用するこ
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とができる。政府は、このようなプロジェク

トが制度の対象とならない地域における排

出削減を刺激するように期待している。プロ
ジェクトはどの部門にも（家庭部門は除くー

第 8.4 節を参照）認められるが、既に本制度
に基づく目標の対象である排出をカバーす

ることはできない。 
 
6.2 すべての英国を本拠とするプロジェクトは、

事前に政府の承認が必要である。プロジェク
トに関する規則は未だ検討段階である。規則

はプロジェクトが実際の環境面の利益を生
むことを確保するように設計される。最低で

も、プロジェクト経営者は、排出削減案が“ビ

ジネス・アズ・ユージュアル”のベースライ
ンを補足するものであることを実証する必

要がある。クレジットが授与される前に、プ
ロジェクトは制度の目標保有者に対するも

のに匹敵する厳しいモニタリングと検証過

程を経なければならない。 
 
6.3 政府は、英国を本拠とするプロジェクトのた

めにベースラインを設定し、厳密な検証及び

モニタリング制度を確立することは、複雑で、
相当な技術的専門知識を要することを承知

している。プロジェクトに関する規則とプロ

ジェクト認可過程に関するガイダンスを整
備する過程が目下進行中である。最初の段階

は、プロジェクト経営者が必要な情報を集め
ることができるようにプロジェクトに関す

る枠組を整備することである。次の段階では、

政府はプロジェクト案の承認を得る過程を
簡易にする、合意に達したベースライン情報

を確立することを望んでいる。 
 
発電部門におけるプロジェクト  
 
6.4 政府は、電気事業者の直接参加者としての加

入は、その本拠地又は同様な機能での電気使

用に制限すべきであると決定した。電気事業

者は他の当事者の排出量に責任を負うこと
で直接参加者としても制度に参加すること

ができる（第 2.10 節及び後記のグループ参
加に関する規則を参照）。一部の電気事業者

は、制度参加者に対する現場での CHP 供給

にも関与する。彼らは認可されたプロジェク
トのクレジットを供給することもできる。

CHP、大型ハイドロ水力発電、廃棄物利用
エネルギー、炭鉱メタンエネルギー及びその

他の通常排出されるか、燃焼天然ガスの場合、

新規建造プロジェクト同様に、既存の設備の
効率性改善（同じ燃料を使用する改造設備を

含む）のための事業者プロジェクトが許可さ
れる。 

 
6.5 発電プロジェクトに適用される一般的な注

意事項がある。即ち、政府のエネルギー見直

しの答申結果は、彼らを制度内で認めるかど

うかの問題に関係する。 
 
固定化プロジェクト  
 
6.6 政府は、森林プロジェクト及びその他の炭素

沈下に係わる複雑さと不確かさ故に、依然と

して英国の優先課題は炭素の固定化（吸収又
は貯蔵）よりも排出削減にあると確信してい

る。政府は当面、固定化プロジェクトは制度

の下では適切でないと考える。しかしながら、
政府は森林プロジェクトのように一部の炭

素吸収源は環境面及びその他の利益となり
得ることを認める。固定化の件は再検討中で

ある。 
 

第 7 節               
 
制度の管理機関  
 
中央政府の役割  
 
7.1 中央政府は制度の法的枠組を明確な形で作

り上げ、提供する。これには排出データのモ
ニタリングと報告に関するプロトコルの承

認、及び検証者の認定過程の承認が含まれる。

政府は制度直接参加者に奨励金を支払う。政
府は必要なら制度の規則を発布し、更新する

責任を負う。中央政府は排出権取引機関を設
立し、その職務を承認する。 

 
7.2 制度は当初行政ベースで制定される。奨励金

支払のために必要な規定を設けるために、

1990 年環境保護法第153 条は環境・食料・
田園問題担当大臣の命令によって、制度の規

則に基づく有資格者に補助金を与えるため

に修正される。 
 
7.3 制度は EC 条約の国家援助及びその他の規

定並びに人権に関する欧州条約に整合して

いなければならない。 
 
7.4 制度の対象範囲は英国である。 
 
排出権取引機関の身分  
 
7.5 ETA は制度の日常的業務に責任を持つ。

ETA には以下のような幾つかの職務があ

る： 
 
・ 制度の目標保有者に排出権を発行する； 
 
・ 制度の規則遵守を監視する； 
 
・ 各遵守期間後に排出権保有高及び排出量デー
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タを調整する； 
 
・ 不遵守の直接参加者に対する措置を講じる； 
 
・ 排出権保有に関する登録簿の運営 
 
・ 排出削減プロジェクトの承認；及び 
 
・ プロジェクト経営者にクレジットの発行。 
 
7.6 これらの職務の何れも ETA 自身で行うか、

或いはその代わりに他の組織への外注によ

って遂行することができる。 
 
7.7 制度の最初の段階で ETA の職務は DEFRA

により中央政府内で遂行される。議会の時間

が許せば、政府は ETA を独立した制定法上
の団体として設立する議案を提出する。この

文書で ETA に関する言及は、その職務が

DEFRA 内で引き受けられている間の“影
の”ETA、及び一旦設立されたなら制定法上

の団体の両方に関する言及であると理解し
てほしい。 

 
公開情報  
 
7.8 国民への情報公開は制度の主要な特徴であ

る。それゆえ政府は下記の情報が自由に入手

できるように提案する： 
 
・ 直接参加者全員の目標と最初の排出権の割

当； 
 
・ 指定口座保有者を含む登録簿で保有されるす

べての口座に関する情報と連絡に関する詳

細； 
 
・ 前遵守期間のすべての移転に関する詳細を記

載した取引記録＊； 
 
・ 各直接参加者の総ベースライン及び年間＊排

出量； 
 
・ 直接参加者全員の遵守状況＊； 
 
・ すべてのプロジェクトに対する年間クレジッ

ト割当。 
 
（＊印のあるものは各調整期間終了後に初めて入

手可能となる） 
 
7.9 それ以外に、参加者は DEFRA に提供され

る情報は、1992 年環境情報規則21に基づき、

                                                 
21 これらの規則は、環境問題に関する情報入手、

意思決定への国民の参加、及び司法へのアクセス

に関する Aarhus 条約に基づき英国の公約に従っ

国民の情報公開申請に従わねばならない。予

想される参加者が DEFRA に提供した情報

の公開に反対であるなら、そう言わなければ
ならない。さもなければ DEFRA は参加者

が国民に対する情報公開に反対ではないと
考え、1992 年規則に基づく申請があれば、

それに従って行動する。 
 
その他の規制当局との提携  
 
7.10 金融サービス機関（FSA）は、1986 年金融

サービス法及び 2001 年 12 月からは 2000
年金融サービス・市場法に基づき規制対象投

資活動を監督する。この段階で排出権取引は
規制対象投資活動の範疇に該当しないと予

想される。従って、現物受け渡しの直物又は

先物市場での排出権取引は通常 FSA の許可
を必要としないだろうと予期される。しかし

ながら、排出権の派生商品、特に、先物と差
額契約（スワップを含む）、並びに一部のオ

プションは通常、規制対象投資活動になる。

投資相談、投資管理等のその他の活動も通常
対象となる。一定状況の下で制度参加者が許

可を受けないで派生商品の取引ができる例
外事項もある。ひとつの例は、元来企業グル

ープ内の非投資事業であるヘッジと関連し

たリスク管理除外事項である。許可を得ない
者は公認実体（ブローカー等）を通して取引

ができる。この大半は既に FSA の許可を持
っているか、又は FSA の許可を求めること

ができるだろう。FSA は、温室効果ガス派

生商品取引並びにその他の市場活動を含む
エネルギー市場に参加する人々のために、ゆ

るやかな体制の制度を発表した。 
 
7.11 排出権取引市場内の活動は、1988 年競争法

の権限内に入る。競争問題に係わる制度参加

者は、公正取引局（OFT）に苦情を申立て

ることができる。OFT のガイドライン“苦
情の申立て”は、苦情処理度について説明す

る。 
 
7.12 規制当局（環境庁、スコットランド環境保護

庁、及び北アイルランド環境・遺産サービス）

は、IPC 及び PPC 公害防止制度の下で22、

引き続き現場特定の排出量を規制し、遵守に
関する相談に係わる。可能ならば、制度及び

規制当局は同様な遵守（報告と検証）手続き
を利用するだろう。 

 
7.13 取引市場のエネルギー部門の関与は、特に排

出量に対する責任の割当に影響を与えるの

                                                                     
て、近い将来改正されるはずである。 
22 1990 年環境保護法及び2000 年公害防止・管理

法の下で。 
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で、長期的には英国内での排出権取引が発展

する道程にとって意味がある。OFGEM に

とって、制度がエネルギー市場と共に順調に
発展するように、ETA と密接な関係を保つ

ことは重要である。OFGEM は、制度がグ
リーン証書の市場及びエネルギー効率コミ

ットメントとどのように繋がりをもつかに

ついても関心がある。 
 

第 8 節               
 
関連政策との関係  
 
取引規則と I P P C 規則の関係  
 
8.1 統合公害防止・管理（IPPC）指令23は 1999

年公害防止・管理法に基づき制定された規則

によって英国の法律に取り入れられた24。

2001 年から 2007 年にかけて、これらの規
則は、段階的導入予定表に従って、すべての

関連設備で部門毎に IPPC を漸進的に導入
するだろう。ひとつの要件は、公害を防止又

は軽減するために、運営者が利用可能な最良

の技術（BAT －Best Available Techniques）
を採用しなければならないことであり、これ

にはプロセスのエネルギー効率に関する考
慮が含まれる。政府は、運営者の施設が協定

の対象であるか、或いは直接ルートを経て制

度に参加した場合、合意したエネルギー効率
化措置の採用が規則のエネルギー効率化要

件の遵守を確保することを基礎として運用
する計画である。 

 
8.2 エネルギー効率化に関する詳細は、規制当局

の協議のために作成されたガイダンス案に

掲載されている25。規制当局は制度に参加し
た施設を視察するとき、このガイダンスを用

いるだろう。 
 
再生可能エネルギー義務  
 
8.3 政府は“グリーン証書”、或いは再生エネル

ギー義務証明書（ROCs）の取引は、再生可
能エネルギー義務のエネルギー供給者のた

めに許可されるべきであると提案した。個々

                                                 
23理事会指令（96/61/EC）  
24 IPPC は、2000 年公害防止・規則（イングラン
ド及びウェールズ）規則（SI2000/1973）；2000 年

公害防止・管理（スコットランド）規則

（SI2000/323）；及び 2001 年オフショア燃焼設備
（公害の防止と管理）規則（SI2001/1091）に基づ

き機能する。 
25 IPPC エネルギー効率化ガイダンス案：水平的

ガイダンス・ノート H2 は

www.environment-agency.gov.uk.で入手できる。 

の供給者がその義務を超過達成した場合、そ

の超過達成分を二酸化炭素に換算したクレ

ジットに転換して、制度の規則に基づきこれ
を取引することができる。再生可能エネルギ

ー義務の政策目標は広汎であるため、供給者
はその義務に対して制度から得る排出権を

引き替えることができない。制度のために、

再生可能エネルギーによる電力は、固定係数
で石化燃料による発電に置き変わる。ROCs
転換のために利用される係数は協定及び報
告ガイドラインで利用する係数と同じであ

る。即ち、0.43kg CO2/kWh である。 
 
エネルギー効率化コミットメント  
 
8.4 家庭用エネルギーの効率化はエネルギー効

率性業績標準（EESoPs）によって既に促進
されている。エネルギー効率化コミットメン

ト（EEC）が 2002 年4 月にこれに取って代
わる。EEC は免許電気又はガス供給者に消

費者にエネルギー効率化措置を講じるよう

に奨励する義務を負わせるーこれは特に社
会的に不利な条件にある消費者に重点をお

いている。企業の義務と業績は、企業のエネ
ルギー効率化プログラムによってもたらさ

れたギガワットによる消費者のエネルギー

節約の観点から定義される。公益事業法の下
で、OFGEM よりも政府が EEC の将来水準

を設定する。OFGEM は引き続き EEC の業
績を監視する。 

 
8.5 政府は現在 2002 年から 5 年までの期間の

EEC について協議している。政府は、義務

が課された供給者に彼らの間での取引を提
案する。彼らは義務単位及び認定された業績

単位の両方を取引できるだろう。 
 
8.6 政府は、EEC が要求する水準以上の家庭用

エネルギー効率化の増加分は、達成された二

酸化炭素節減に基づき、売却できることを提

案する。政府はこれを確認する前に、関連す
る機構に関してさらに検討する。EEC に基

づくクレジットは設置された措置の耐用期
間に基づき、前金で与えられることに注意し

なければならない。これは小型蛍光燈電球の

8 年から、中空壁の設置に対する 40 年と幅
広い。制度内の排出削減プロジェクトのクレ

ジットが同じ条件で運用される可能性は低
い。 

 
8.7 政府は、EEC 義務の履行、消費者の利益、

及び産業と消費者物価に対する資源費用に

係わる、見込まれるエネルギー効率化措置に
基づき EEC の水準を設定する。その後に家

庭エネルギーにおける排出削減措置に係わ
る他の企業は、これらすべてに影響を及ぼす
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だろう。この理由から、参加者は直接又はプ

ロジェクトを通して、家庭用エネルギー排出

量に基づいて制度に加わることはできない
だろう。しかしながら、参加者には義務を負

う供給者と共同で家庭用エネルギー節減プ
ロジェクトを遂行する余地がある。 

 
8.8 エネルギー供給者は、EEC プログラムを設

計し、運営するために既に第三者と提携して

いる。供給者は制度に売込むために、その
EEC 義務に加えて節減を達成する目的で、

そのような取決めの範囲拡大を考慮したい
と考えるかもしれない。代わりに、家庭用エ

ネルギー部門におけるエネルギー節減を提

案する第三者、はそのような取決めを結ぶ目
的で供給者に近づきたいと考えるかもしれ

ない。 
 
8.9 義務の主要目的は、エネルギー効率化措置に

よる利益を受けるように、消費者ー特に社会

的に不利な条件にある消費者を支援するこ

とであるので、義務を負う供給者はその
EEC 義務に対して制度による排出権を利用

することは許されない。 
 
8.10 政府は2002年4月前にエネルギー節減量を

二酸化炭素換算値に転換する係数を発表す

る。 
 
燃焼天然ガスに関する同意  
 
8.11 直接参加者は燃焼天然ガスの排出量に関す

る制度に加入することができる。しかしなが
ら、燃焼天然ガスは 1976 年エネルギー法の

下で管理され、貿易・産業大臣の同意を必要
とする。それゆえ、燃焼天然ガスの直接参加

者は依然として1976年エネルギー法に基づ

くその義務を果すように要求される。同意の
代わりに制度による排出権を利用すること

はできない。 
 
8.12 直接参加者は、同時に制度の排出権と 1976

年エネルギー法に基づき発行された同意書

を取引することは許されない。 
 

第 9 節               
 
地域取引制度と国際取引制度との関係  
 
国際取引と E U 全体との取引  
 
9.1 国際排出権取引は京都議定書の主要な要素

である。ふたつのプロジェクトに基づく方式

（第 9.10 節を参照）とともに、これらは京
都方式として知られている。排出削減目標を

持つ国（附属書 B 締約国）は、その“割当

量単位”（彼らの割当排出権）を 2008 年か

ら2012年の最初の京都目標期間の間に取引

することができる。議定書に基づく排出目標
を持つ国がその排出量を指定された量以下

に減少させたなら、指定された量単位を排出
量が指定された量を上回る国に売却するこ

とができる。そうする代わりに、指定された

量単位を将来の目標期間のために預け入れ
ることもできる。この点で国際排出権取引は

英国における排出権取引と正しく類似して
いる。 

 
9.2 国際社会は国際排出権取引のための詳細な

規則作りに取り掛かっている。これらの規則

は、2001 年 11 月にマラケシュで開催される
第 7 回気候変動枠組条約締約国会議で最終

的に認められると期待される。 
 
9.3 欧州委員会は 2000 年 3 月に、EU 全体に及

ぶ排出権取引枠組創設のための提案を内容

とするグリーン・ペーパーを刊行した。指令

案の提議は今年後半であると予想される。英
国政府は共同体内で排出権取引を促進させ

る制度を歓迎した。取引の機会が大きくなれ
ば、それだけ効率が高くなるからである。英

国の制度は加盟各国が既に開発しつつある

国内取引制度を補完するものであると政府
は考える。 

 
9.4 欧州委員会は、その欧州気候変動会議プログ

ラムワーキンググループを通して、加盟各国、
産業界及び NGO の専門意見と見解を求め

た。排出権取引ワーキンググループは、国境

を越えた取引が生じるために整合しなけれ
ばならない国内取引制度の中心的な局面を

特定した。グループは単一市場の完全さを護
るこれらの中心的局面の重要性も強調した。 

 
9.5 政府は英国の制度、及び英国の将来の制度は

できる限り互換性があり二国間の取引はで

きる限り継ぎ目がなく処理され得ることを
確保するように努める。英国の制度に参加し

て早期に行動をとる企業が EU 制度の規則
で不利にならないことを確保するように努

める。 
 
9.6 欧州委員会は、英国の制度が意味する国の援

助がEU 指針26と一致しているかどうか評価
する、早急に果すべき役割がある。英国は

2001 年 5 月に委員会に正式な通知書を提出
した。政府は委員会から 2001 年 12 月前に

国家援助に関する判定を受取るものと予想

                                                 
26 第 87-89 条（ローマ条約）及び環境保護のため

の国家援助に関する共同体指針（OJ 2001/C 
37/3 ） 
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している。 
 
国際排出権移転  
 
9.7 英国政府は、2008 年に最初の京都目標期間

が始まれば、個々の企業（“法的主体”と呼

ぶ）は国際取引が可能になると予想する。国
及び地方レベルの制度が関係を確立するた

めに始まるので、2008 年以前に国際取引は
段階的に増大する可能性が大きい。 

 
9.8 2008 年前は、他の取引制度から出た排出権

は、取引当局の間に相互承認がある場合、英

国制度の目標遵守のためにだけ利用できる。
例えば、英国の当局があらかじめデンマーク

の排出権に資格があることに同意しない限
り、デンマークの排出権を英国の制度におけ

る目標を遵守するために利用することはで

きないだろう。 
 
9.9 国際移転は最初それぞれの取引当局によっ

て手作業で遂行されなければならない。英国

の企業が他の EU 加盟国に排出権を売りた
いなら、移転は ETA によって行われなけれ

ばならないだろう。ETA は買手の登録簿に

移転される通し番号を伝える。より長期的に
は、国内登録簿によって課される規制を条件

に、国内登録簿の電子リンクは自動的な移転
を可能にるるだろう。 

 
国際プロジェクト  
 
9.10 京都議定書はプロジェクトに基づく国際メ

カニズムー共同実施（JI）及びクリーン開発

メカニズム（CDM）を確立した。これらの
メカニズムは、排出量目標を持つ国―又は国

に代わって取引する権限を与えられた企業
―にかれら自身の目標達成を助ける方法と

して他国で行われた排出削減量を購入又は

稼ぐことを認める。CDM プロジェクトは
2000 年からクレジットを生むが、JI は2008
年以前にクレジットを生む可能性は低い。 

 
9.11 これらのメカニズムが機能する方法に適用

される規則の詳細は未だ各国間で検討中で
あり、2001 年 11 月にマラケシュで開催され

る第 7 回気候変動枠組条約締約国会議で最
終的に認められると期待される。政府は、そ

の国内の義務達成を助けるために、制度内の
企業に CDM からのクレジットの利用を許

す積もりである。しかしながら、政府が英国

の制度における国際プロジェクトのクレジ
ットの役割に関する最終的結論を出すのは、

国際的な交渉結果が出るまで待たなければ
ならない。京都メカニズムに関する更なる情

報は、気候変動プロジェクト事務所（e・メ

ール：ccpo@ defra.gsi.gov.uk）で入手でき

る。 
 

第 1 0 節               
 
英国排出権取引制度の将来計画  
 
新規加入者及び後からの加入者  
 
10.1 本書は 2002 年初期にオークションを通し

て目標を引受ける直接参加者のための制
度枠組を説明するものである。しかしなが

ら、政府は他の人々が後で目標を引き受け

ることができる方法についても考慮中で
ある。これらは既に制度の中に排出削減を

入札したが、追加排出源を関与させたい人
か、或いは初めて排出削減を約束する人だ

ろう。遅れて制度に持ち込まれた排出源は

すべて“後からの加入者”又は“新規加入
者”の何れかである。 

 
10.2 後からの加入者は次の方法で定義され

る：少なくとも 2000 年（できる限り 1999
年と 1998 年分も）の検証可能な排出デー

タがあるが、2002 年始めのオークション

に参加しなかった。後からの加入者は 2002
年始めに制度に参加した者と同様な方法

でそのベースライン排出量を計算するよ
うに要求される。 

 
10.3 新規加入者は、2000 年度に関する検証可

能な排出データを持たず、2002 年始めの

オークションを通しても制度に参加しな
かった者である。この範囲の排出源は新し

い排出源（2000 年 1 月 1 日過ぎまで存在
していなかった）か、又は 2000 年 1 月 1
日過ぎまで検証可能な排出データをもた

なかった排出源の何れかである。新規加入
者のためのベースラインは加入年を含め、

加入年までの 3 年間の平均年間排出量であ
る。新規加入者がこの 3 年間の検証可能な

排出データを作成するために個々の排出

源に関する情報が入手できないことを認
定検証者に納得させることができる場合、

その代わりに、最近の 2 年間、又は最近 1
年の排出データを提出することができる。 

 
10.4 2002 年始めにオークションが行われた後

に制度に加入する可能な方法はふたつあ

る。 
 
・ さらなる奨励金を割当てる 2 回目のオークシ

ョン。政府は 2 回目のオークションを開催す

るかどうか発表する前に、2002 年始めの最初

のオークション結果を評価する。 
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・ オークションで奨励金のための入札を行わな

いで加入する。政府はこのような場合、絶対

的目標をどのようにして設定するか検討中で
ある。特に、設定された目標がビジネス・ア

ズ・ユージュアルを超えた真性の排出削減量
であり、オークションの競争圧力を通して直

接参加者が請け負った目標と調和がとれてい

ることを確保する必要がある。 
 
ゲートウェイの閉鎖  
 
10.5 ゲートウェイはー特に欧州及びその他各

国の展開状況に照らしてー常に再検討さ

れる。政府は 2008 年 1 月 1 日に京都目標
期間が開始する時にゲートウェイを完全

に閉鎖すべきであると考える。閉鎖された

なら、相対的目標の企業はもはや制度に排
出権を売ることはできない。 

 
長期的な展望  
 
10.6 英国政府は、京都議定書は危険な気候変動

を回避するための最初の手段でしかなく、
英国は次の数十年間にわたり温室効果ガ

スの排出をさらに著しく削減する必要が

あると認める。英国は京都議定書の目標を
達成するばかりではなく、さらにその二酸

化炭素排出量を 20%削減することを目指
している。しかし政府の推定は、英国の排

出量は 2010 年以降僅かに増加し、低炭素

の将来のためにさらに持続した行動を取
る必要があることを示している。 

 
10.7 排出権取引は低炭素経済へと有効に移る

ために英国の枠組を設定するだけではな
い。取引は民間部門に革新と投資を通して

提供される機会を利用するようにとの合

図を送るものでもある。次の 10 年間、こ
れらの利点は、英国内等の国及び地域の取

引制度が進展するにつれて増すだろう。最
終的に、各国の取引制度は京都議定書に基

づき国際的な枠組を通して連結するだろ

う。 
 
10.8 2005 年に制度を徹底的に再検討し、直接

参加者の第1ラウンドがその目標を達成し

た 2007 年に制度の設計に関する変更が行
われるだろう。再検討は主として制度がそ

の最初の3年間にどのように機能したかに

集中するだろう。従って、制度の活力は、
“行動による学習”を最大化するために、

最初の遵守期間から監視される。 
 
10.9 2005 年の再検討では、英国外での取引制

度の進展状況も考慮する。国際排出権取引

に向かう一端として、英国及び国際枠組の

調和を求めることが重要である。さらに、

最初の京都目標期間を超えた気候変動に

取り組む国際的な努力が、英国の気候変動
プログラムにおける排出権取引の役割を

変えるかもしれない。例えば、さらに多く
の参加者を制度に取り込むことが必要に

なるかもしれない、目標は排出量をさらに

削減するように要求するかもしれない、或
いは排出権割当は参加者の活動水準を確

保するためにオークションにかけられる
かもしれない。 

 
10.10 しかしながら、政府は、英国の制度に自主

的 に 参 加 す る ど の 直 接 参 加 者 も そ の 排 出

量 を 削 減 す る た め の 早 期 の 行 動 に 関 し て
将 来 ペ ナ ル テ ィ を 課 さ れ な いことを明確

にした。将来設定されるベースラインや目
標は、制度に基づく自主的な早期行動を考

慮に入れる。 
 
10.11 2005 年の再検討の結果は、制度の設計に

関する変更案とともに、参加者及び一般国
民が完全に入手できるようにする。政府は

再検討に対するあらゆる反応を考慮する。 
 
10.12 制度の土台となる原則は本書で説明され

ている。制度の規則がどのように運用され

るかについての詳細は、2001 年 12 月に発

表する。政府の意図するところは、制度の
規則が制度の最初の5年間変更されないこ

とである。しかしながら、政府は、排出権
取引は革新的な規制手段であり、この時点

で排出権取引を導入する主な目的は“行動

による学習”であることを認識している。
従って、政府は、規則の一面が制度の目標

達成を妨げていることが明白になれば、
2007 年前に制度の規則を変更する権利を

留保する。そのような場合、制度規則を変

更する決定に先立ち、制度参加者と徹底的
に協議し、あらゆる見解を考慮する。政府

は、規則の変更が制度の運営に最小限可能
な支障しかもたらさないこと、そして変更

の実施に関して十分な通知を行うことを

保証する。詳細はすべて規則そのものの中
で説明する。 
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附属書 A                
 
ベースライン計算に関する追加情報  
 
A.1   第 2.17 節で排出源の特定及びベースライン
の計算に関する８つの段階が説明されている。こ

れらの段階に関する追加情報を下に述べる。 
 
経営管理  
 
A.2   直接参加者のベースライン計算に関連した
最初の段階は、少なくとも 2002 年 4 月 1 日以降、

経営管理権をもっているすべての排出源を特定す

ることである。直接参加者が排出源からの排出量
を管理する財政・運営方針を指示する能力を持つ

ことで、排出源からの排出量に支配的な影響を行
使する場合、その直接参加者は排出源を経営管理

している。 
 
A.3   一般に、直接参加者の連結財務諸表作成準

備の一端として監査人に情報を提供する際にこの
基準を用いるので、排出源からの排出量に支配的

な影響を行使するかについて直接参加者は既に認
識している。 
 
A.4   直接参加者は幾つかの異なる方法で排出源

に支配的な影響を行使するだろう。この一部は他

の企業を支配する能力と関連する。例えば、直接
参加者はその企業に、以下の方法で支配的影響を

行使する； 
 
i) その定款又は規約に記載された規定によっ

て； 
 
ii) その企業の過半数議決権の所有によって； 
 
iii) その企業の過半数議決権を所有する役員を

任命又は移動させる権利を所有しているこ

とによって。 
 
この代わりに、直接参加者は排出源の運営を管理
する契約に記載された諸条件に基づき、排出源か

らの排出量に支配的な影響を行使することがある

かもしれない。 
 
A.5   排出源はその経営管理権を持つ直接参加者
によってのみ制度に組み入れることができる2 7 。 
A.6   ジョイント・ベンチャーに関して、経営管
理の問題は特に複雑で、状況によってふたつの企

業がひとつの排出源に共同経営管理権を行使する

かもしれない。そのような場合、直接参加者は、
排出源に関する共同経営管理権を所有する他社が

制度への参加に反対するなら、当該排出源を加入

                                                 
27 排出源をグループ参加によって制度に加入させ

る場合はこの限りではない（第 2.10 節を参照）。 

させることが妨げられるだろう。この場合、直接

参加者は、下記の詳細を説明して、反対するその

ような共同企業家に関して、政府に書簡（どのよ
うにしてそれが排出源リストに記載されるように

なったのか説明する文書とともに）を提出するな
ら、当該排出源の除外が許可されるだろう； 
 
i) 共同企業家は直接参加者が経営管理権をも

つ排出源を制度に入れることに反対したこ

とを述べる； 
 
ii) 共同企業家の反対により影響を受ける排出

源の一覧表を作成； 
 
iii) 共同企業家の署名。 
 
部門内の排出源  
 
A.7   直接参加者は制度に加入させようとする排

出源のチェリー・ピッキング（いいところ取り）28 
することは許されない。各直接参加者は（共同企

業家によって許可された場合）経営管理権を所有

する部門内のすべての排出源を含めなければなら
ない。 
 
A.8   従って、ベースラインを特定する第２段階

では、直接参加者は経営管理権を所有するすべて
の排出源（及び、必要なら、共同企業家から制度

への加入を許された排出源）をそれが属する産業

部門別に分類しなければならない。その後、直接
参加者はどの部門を制度にいれ、どの部門を制度

外に残すか決める必要がある。例えば、給水及び
化学に関係する企業は、給水部門の排出源だけを

制度に入れ、化学部門内の排出源を制度から外す

決定を行うかもしれない。 
 
A.9   政府は部門を正式に定義しない。その代わ
りに、以下の原則が適用されなければならない。

即ち、ある排出源を、それが制度外に残す部門に

該当するとの理由で除外する申し入れを行う直接
参加者は、その除外された排出源は制度に入れら

れた排出源からの排出量を代用できないことを実
証する必要がある。換言すれば、制度に含められ

た排出源からの排出量は除外された排出源からの

排出量増加によって削減されない。 
 
A.10 そのように選択するなら、直接参加者は排出
源を異なる産業部門別に分類する指針をしめす標

準産業分類（SIC）記号化システム29を利用するこ
とができる。政府は、多くの場合、グループレベ

                                                 
28 “チェリー・ピッキング”は制度に加入するこ
とが直接参加者にとって有利な排出源だけ選択す

ることを意味する。 
29 詳細に関して：
www.statistics.gov.uk/methods-quality/sic/defaul
t.asp 
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ル（3 桁の SIC コード）の分類が適切な指針であ

ると予想する。政府は、グループレベルよりも、

例えば、クラスレベル（4 桁コード）又は下位クラ
スレベル（5 桁コード）を用いて、グループレベル

より狭いレベルを利用して排出源を部門別に分類
する直接参加者の数はそれほど多くないと予想す

る。しかしながら、SIC 記号化システムは供給サ

イドよりも、主として需要サイドから出ているの
で、直接参加者は SIC のカテゴリーにきちんと適

合しない排出源の分類を申し出ることができる。 
 
排出量データ  
 
A.11  直接参加者がベースライン期間 3 年に関す
る検証可能な排出データを作成するための個々の

排出源に関する情報を入手できないことを認定検

証者に納得させることができる場合、その代わり
に、1999-2000 年、又は2000 年だけの排出データ

を提出することができる。又、直接参加者が個々
の排出源のベースライン期間に関する検証可能な

排出データを検証者のために作成するのは不可能

であることを認定検証者に納得させることができ
る場合、これらの排出源を制度外に残すことがで

きる。 
 
温室効果ガスの対象範囲  
 
A.12  直接参加者の絶対的目標は、二酸化炭素だ
けか、或いは京都議定書の対象となった６つの温

室効果ガス全部の何れかから成る30。このことは、

直接参加者はその二酸化炭素排出源だけか、或い
はすべての温室効果ガス排出源を入れることがで

きる。この場合も、この規則は“チェリー・ピッ
キング”を防止するためである。 
 
報告ガイドライン内の対象範囲  
 
A.13  報告ガイドラインに附属するプロトコル案

は、６つの温室効果ガスすべてを対象としてはい

ない。従って、直接参加者は、ひとつ又は複数の
ベースラインの排出源がプロトコル案に含まれて

いないことに気づくかもしれない。その排出源リ
ストにプロトコル案の対象になっていない排出源

を入れたい直接参加者は、政府に 2001 年 10 月 1
日までにその旨伝えなければならない。 
A.14  通知を行ったなら、その直接参加者（直接

参加者グループ）は、当該排出源を含むプロトコ
ル案を政府に提出しなければならない。直接参加

者は、プロトコル案に含まれる固有の不確実性の

評価書も提出しなければならない。このプロトコ

                                                 
30 京都議定書は温室効果ガスのバスケットを対象

とする。即ち、二酸化炭素（ CO２）、メタン（CH4）、
窒素酸化物（N2O）、ハイドロフルオロカーボン

（HFCs）、パーフルオロカーボン（PFCs）及び六

フッ素硫黄（SF6）である。 

ルを報告ガイドラインに添付する前に、政府の承

認を得る必要がある。プロトコルが承認されるま

で、これを制度のベースライン又は年間排出量を
報告するために用いることはできない。政府はす

べてのプロトコルの承認を 2 0 0 1 年 12 月 31 日ま
でに完了するつもりである。  
 
ベースラインの計算  
 
A.15  直接参加者は、ベースライン期間の排出源

の平均年間排出量が規模境界点以下であるなら、

排出源リストのその排出源をベースラインから省
くことができる。それゆえ、ベースライン計算の

ために用いる排出源の数は排出源リストに記載さ
れた排出源の数より少なくなることがある。 
 
A.16  7番目の段階を完了するために、直接参加者

は個々の排出源からベースライン期間の平均排出

量を概算する必要がある。報告ガイドラインに附
属する承認済みのプロトコルがあればこれを利用

して排出量を概算するか、或いは代替となる概算
方法（これから承認されるプロトコルの使用を含

む）を利用する。それから各排出源の排出概算値

を排出源リスト総計になるように集計する。この
時点で、直接参加者はベースライン期間の平均排

出量が規模境界点以下であるとの理由で、どの排
出源をベースラインから省くことができるか判断

可能となる。 
 
A.17  ベースライン期間の排出源リストに記載さ

れた排出源の平均排出量は規模境界点と等しいか、
或いはそれより大きく、かつその排出源がプロト

コルの対象になっていないことが判明したら、直
接参加者は政府に通知して、適切なプロトコルの

作成に着手しなければならない。 
 
A.18  最後に、8 番目の段階はベースラインに含ま

れるべき排出リスト上のすべての排出源からの排
出量の計算、即ち、ベースライン排出量の計算か

ら成る。ベースラインに含まれる排出源からの排
出量は、報告ガイドラインに附属する、承認され

たプロトコルを用いて計算されなければならない。 
 
A.19  排出源リスト上の排出源からの排出量概算

のために利用した概算手法が承認されたプロトコ
ルと取り代えられるなら、排出源リストの排出源

をベースラインから省けるか否かに関する決定は、
再評価する必要があるかもしれない。 
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附属書 B                
 
排出源リスト、ベースライン、及び目標の調整  
 
B.1  本附属書はその構造に変更を行う直接参加
者が排出源リスト、ベースライン、及び年間目標

を調整する方法の詳細を説明する。 
 
B.2  下記の原則は排出源リスト、ベースライン、
及び目標の調整に適用される。 
 
・ 直接参加者はそのベースラインの各排出源の

排出量を測定し、報告する。排出源のベース

ライン排出量は、調整される。その変更はす
べてその排出源がベースラインに含まれてい

るかどうかによる。 
 
・ 直接参加者がその排出源リスト外、及びその

他の直接参加者から変更境界点にあるか、或

いは境界点を超える排出源の経営管理権を取

得したなら、この排出源のためにベースライ
ン排出量と目標も取得しなければならない。

両方の直接参加者の排出源リスト、ベースラ
イン及び目標が調整される。 

 
・ 直接参加者が、その排出源リスト以外から、

そして他の直接参加者からではなく、変更境

界点にあるか、またはそれを超える排出源の
経営管理権（新しい排出源の開設を含む）を

取得したなら、その排出源リスト、ベースラ
イン、又は目標の調整は行われない。 

 
・ 直接参加者がその排出源リストにある変更境

界点にあるか、それを超える排出源の経営管

理権（排出源の閉鎖を含む）を別の直接参加
者以外に譲渡したなら、その排出源リスト、

ベースライン、及び目標を調整しなければな

らない。 
 
B.3  排出源リスト、ベースライン、又は目標の調
整は、構造に変更が生じた遵守期間の期末までに

完了しなければならない。制度にとって、構造上
の変更が発生したのが遵守期間の始めであるか、

又は遵守期間の終りであるかは問題ではない。排

出源リスト、ベースライン、及び目標の調整はま
ったく同じである。直接参加者が目標調整値を計

算するとき、同じ計算がその現在の目標（構造上
の変更が生じた年に関する直接参加者の目標）と

残りすべての目標の両方に適用される。検証者は

検証過程に行われた調整を照合する。排出権の移
転は ETA に通知しなければならない。直接参加者

の目標の調整は、直接参加者が受取る奨励金合計
と排出権割当にも変更を生じさせるかもしれない。 
 
B.4  直接参加者が他の直接参加者から排出源の

経営管理権を取得した結果、その排出源リスト、

ベースライン、又は目標の調整を要求されること

がある。これに該当するなら、前者は以下に基づ

き調整を行う： 
 
i) 取得した排出源に関する排出源リスト、ベース

ライン排出量、及び目標データ； 
 
ii) 現遵守期間（1 月 1 日から取得日まで）に関し

て後者が集めた取得された排出源の年間排出
データ。 

 
例えば、参加者 A が、7 月 1 日に、参加者 B から

排出源を取得するなら、参加者 A は 1 月 1 日から

7 月 1 日までの間、参加者 B が集めたすべての年
間排出データを利用する。同様に、参加者 A が、

例えば、12 月 3 日に排出源を取得するなら、参加
者A は12月3日まで当該排出源の経営管理権をも

っていなかったにも係わらず、1 月 1 日から 12 月

3 日の間、参加者 B が集めたすべての年間排出デ
ータを利用する。取得日以降、参加者 A は排出量

を測定しなければならない。 
 
B.5  直接参加者がその構造を変える度毎に、関係
する排出源のベースライン排出量が変更境界点、

即ち、25,000tCO2e 又はオークション時の検証済

み総ベースライン排出量の 2.5%（どちらか少ない
方）と同じか、又はそれを超えているか評価しな

ければならない。この境界点は 2002 年から 2006
年までの５回の遵守期間の累積とする。例えば、

直接参加者が制度の最初の 2 年間に 2 回その構造

を変えたとする。最初の変更の後、その直接参加
者は最初の遵守期間終了時までに変更境界点に対

する影響を評価する必要がある。2 回目の変更の後、
直接参加者は第２遵守期間の終了時までに、変更

境界点に対する両方の構造上の変更が与える複合

的影響を評価する必要がある。 
 
経営管理の譲渡  
 
B.6  直接参加者はその排出源リスト内の排出源
の経営管理権を以下の方法で譲渡できる： 
 
・ 合併解消又は株式の売却； 
 
・ 業務の外注； 
 
・ 経営管理の再編 
 
・ 排出源の閉鎖 
 
合併解消又は株式売却は、契約上の完了日が過ぎ

れば、行われたものと判断される。排出源の閉鎖

は、毎年の排出源リスト上の各排出源における排
出水準の変化を調べて、確定する。前年度に比し

て排出源からの排出水準の著しい減少は、生産高
データ又は提供された領収書の形式による関連情

報と一緒に、検証者に説明しなければならない。 



Framework for the UK Emissions Trading Scheme 
http://www.defra.gov.uk/environment/climatechange/trading/pdf/trading-full.pdf 

GISPRI 仮訳 
 

 34 

 
B.7  直接参加者が変更境界点に等しいか、又はこ
れを超えるベースライン排出量の、排出源リスト

内にある排出源に関する経営管理権を譲渡するな

ら、その直接参加者はその排出源リスト、ベース
ライン及び目標を調整するように要求される。こ

れらの排出源からのベースライン排出量が変更境
界点を満たさないか、超えないなら、当該直接参

加者はその排出源リスト、ベースライン、及び目

標の調整を要求されないし、それを元のままにし
ておくことができる。 
 
B.8  譲渡した排出源からのベースライン排出量

が境界点にあるか、これを超える場合、ふたつの
シナリオが考えられる。直接参加者は別の直接参

加者に排出源を売却か、或いは別の直接参加者以

外の者に排出源を売却である。これには排出源の
閉鎖された可能性も含む。両方のシナリオにおい

て、“オリジナル”は変更前の排出源リスト、ベー
スライン、及び目標を指し、“新しい”は変更後の

排出源リスト、ベースライン、及び目標を言う。 
 
直接参加者への譲渡  
 
B.9  参加者 A と参加者 B は両方とも制度の直接

参加者である。参加者 A は変更境界点であるか、
これを超えるベースライン排出量の排出源を参加

者B に譲渡する。参加者A 及びB は以下のa)とｂ）
の間で選択するように要求される。 
 
a) 参加者 A も参加者 B もその排出源リスト、ベ

ースライン、及び目標を調整しない。従って

排出権移転の契約取決めを行う。或いは； 
 
b) 参加者 A は以下のことをしなければならな

い： 
 

i) 譲渡した排出源を、新しい排出源リスト

にするため、そのオリジナルの排出源リ

ストから移す； 
 
ii) 売却した排出源からのオリジナルなベー

スライン排出量を新しいベースラインに
するため、オリジナルのベースラインか

ら控除する。 
iii) 分数を計算する：参加者 A のオリジナル

の残存目標を参加者 A のオリジナル総ベ

ースライン排出量で割った合計； 
 

iv) この分数を譲渡した排出源からのオリジ
ナルベースライン排出量に適用し、その

結果生じた数字をその新しい残存目標の
合計になるように、そのオリジナル残存

目標から控除する。 
 

v) ETA に売却及び発生した排出権の移転に

ついて報告する。ETA は参加者B のオリ
ジナルの現目標からその新しい現目標を

差引いた数に等しい排出権を取り消す。 
 

参加者 B は以下のことをしなければならな
い： 
 
i) 新しい排出源リストになるように、その

オリジナルの排出源リストに取得した排

出源を加える； 
 
ii) 新しいベースラインになるように、取得

した排出源からのオリジナルベースライ

ン排出量をそのオリジナルベースライン
に加える； 

 
iii) 新しい残存目標になるように、参加者 A

のオリジナル目標の減じた数を自分のオ

リジナル残存目標の合計に加える。

iv)  
 
 
B.9b)の例： 
 
・ 参加者 A 及び参加者 B の両方とも制度の直接参加者である。 
 
・ 参加者 A のオリジナル排出源リストには８つの排出源が含まれ、そのオリジナルベースラインは

6000tCO2e で、2002 年から 2006 年までのそのオリジナル目標の合計は 900tCO2e である。 
 
・ 参加者 B のオリジ ナル排出源リストには 10 の排出源が含まれ、そのオリジナルベースラインは

2000tCO2e で、2002 年から 2006 年までのそのオリジナル目標の合計は 400tCO2e である。 
 
・ 2002年に参加者A は参加者Ｂにオリジナルベースライン排出量2500tCO2eの４つの排出源を譲渡す

る。そこで参加者 A は４つの排出源の新しい排出源リストを持ち、その新しいベースラインは

3500tCO2e である。 
 
・ 参加者 A は 900tCO2e を 6000 tCO2e で割り、0.15 になる。参加者A はその譲渡した 2500tCO2e の

排出源を 0.15 で乗じ、375 tCO2e になる。これは譲渡した排出源に関連する目標の合計である。参加

A 375 tCO e 900tCO e 525 
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者 A は 375 tCO2e をそのオリジナル目標の合計 900tCO2e から引き、その新しい目標の合計は 525 
tCO2e になる。 

 
・ 参加者 B のオリジナル排出源リストは排出源を４つ増やし、そのオリジナルベースラインは

2500tCO2e まで増えたので、参加者 B は排出源 14 の新しい排出源リストと 4500tCO2e の新しいベ
ースラインを持つ。 

 
・ 参加者 B はそのオリジナル目標の合計を 375tCO2e 増やしたので、その新しい目標の合計は 775 

tCO2e である。 
 
 
直接参加者以外への譲渡  
 
B.10  参加者 A は制度の直接参加者である。参加
者 A は排出源を譲渡するが、別の直接参加者へで

はない。参加者 A は B.9b)節で概説した参加者 A
に関する段階 i)から v)に従わねばならない。 
 
B.11  譲渡された排出源が閉鎖されなかったなら、

それらは別の事業、即ち、B 社によって取得され

る。B 社は制度の規則に基づき、新規加入者又は
後からの加入者として制度に参加するように要求

されない。しかしながら、B 者は ETA にその取得
した排出源に関する排出源リスト、ベースライン、

及び目標を引受けたいと伝えることで、直接参加

者になる選択が可能である。その場合、B 社はB.9b)
に概説した参加者B に関する i)から iii)までの段階

に従わねばならない。 
 
経営管理権の取得  
 
B.12  直接参加者は以下のことを通して、その排
出源リスト外の排出源の経営管理権を取得するこ

とができる： 
 
・ 合併又は買収； 
 
・ 業務の内部調達； 
 
・ 経営管理の再編；又は 
 
・ 新しい排出源の開設 
 
契約完了日が過ぎたなら、合併又は買収が行われ

たと判断される。排出源が 2000 年 1 月1 日過ぎま
でに存在していなかったなら、その排出源は新し

い。 
B.13  直接参加者が変更境界点に達しないか、又
はそれを超えないベースライン排出量の排出源リ

スト外にある排出源の経営管理権を取得するなら、
その直接参加者はその排出源リスト、ベースライ

ン及び目標を調整するように要求されず、それら

を元のままにしておくことができる。 
 
B.14  取得した排出源のベースライン排出量が変
更境界点であるか、又は超えている場合、ふたつ

の可能なシナリオがある。直接参加者は排出源を

別の直接参加者から取得したか、或いは別の直接
参加者からではなく排出源を取得するが、これに

は排出源が新しい可能性も含まれる。両方のシナ
リオとも“オリジナル”は変更前の排出源リスト、

ベースライン及び目標を示し、“新しい”は変更後

の排出源リスト、ベースライン及び目標を言う。 
 
直接参加者からの取得  
 
B.15  参加者A 及び参加者B の両方とも制度の直
接参加者である。参加者 B は参加者 A から排出源

を取得する。この場合、参加者 A と参加者 B は、
直接参加者の間での売却の節（B.9 節を参照）にお

ける参加者 A と参加者 B それぞれとまったく同じ

段階に従わねばならない。 
 
直接参加者以外からの取得  
 
B.16  参加者 A は制度の直接参加者で、別の直接
参加者以外から排出源を取得する。参加者 A は制

度におけるその状態に何ら調整を要求されない。
そこで参加者 A のオリジナル排出源は制度の中に

残り、依然としてオリジナル排出源リスト、ベー

スライン及び目標の対象になっている。参加者 A
の取得した排出源は、参加者 A が適切なら、それ

らを新規加入又は後からの加入として制度に入れ
る選択を行うまで、制度の外に置かれる。参加者 A
はETAに取得及び発生した排出権の移転を報告す

るように要求される。 
 
代替排出源の取得  
 
B.17  目標達成の戦略の一端として、直接参加者
はその排出源リストの排出源を譲渡しても、例え

ば、以下のことを通して、“代替排出源”により譲

渡した排出源が果す業務に関する経営管理権を保
持することがある： 
 
i) その排出源リストにある別の排出源への業務

の移転； 
 
ii) 合併又は買収； 
iii) 業務の内部調達／外部調達； 
 
iv) 経営管理の再編；又は 
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v) 新しい排出源の開設 
 
最初業務を行っていた排出源の経営管理権が譲渡

されたにも係わらず、業務が継続するなら、直接

参加者は各業務に関する以下のような書状を作成
しなければならない： 
 
i) 業務を行う排出源は譲渡されたが、その業務は

代替排出源で継続されたていると述べた書状； 
 
ii) 業務、譲渡された排出源、及び代替排出源の説

明； 
 
iii) 直接参加者の署名。 
 
直接参加者は検証プロセス開始時に検証者にこの

ような書状を出さなければならない。 
 
B.18  取得された排出源によって行われた業務が、

かつて譲渡された排出源によって行われていたな
ら、直接参加者は以下の方法でその排出源リスト、

ベースライン及び目標を調整するように要求され
る。“オリジナル”は排出源が売却される前の直接

参加者の排出源リスト、ベースライン及び目標を

示す。“中間”は排出源が譲渡された後ではあるが、
代替排出源を取得する前の直接参加者の排出源リ

スト、ベースライン及び目標を言う。“新しい”は

代替排出源が取得された後の直接参加者の排出源

リスト、ベースライン及び目標を指す。本質的に、

直接参加者はそのオリジナルベースラインを保持
することができる。 
 
B.19  直接参加者は以下のことをしなければなら

ない： 
 
i) 新しい排出源リストにするために、中間排出

源リストにすべての代替排出源を加える； 
 
ii) 新しいベースラインにするために、すべての

譲渡された排出源のオリジナルベースライン

排出量を中間ベースラインに加える； 
 
iii) 分数を計算する：そのオリジナル残存目標数

をオリジナル総ベースライン排出量で割る； 
iv) この分数を売却した排出源からのオリジナル

ベースライン排出量に適用し、その新しい残

存目標になるように、計算した数をその中間

残存目標に加える； 
 
v) 書状のコピーを ETA に渡す。ETA は直接参加

者の新しい現在の目標からその中間現在目標

を引いたものに等しい新しい排出権を割当て
る。 

 
 
B.19 の例 
下の例では、それぞれの段階は分かりやすくするため概略であるが、変更は両方とも同じ年に生じたので、

最終的に直接参加者のオリジナルベースラインと目標は元のままで変わらない。実際に、直接参加者はそ
の排出源リストしか変更しないことになる。しかしながら、これらの変更が数年にわたって行われたなら、

直接参加者はその中間排出源リスト、ベースライン及び目標を計算するために、以下の段階を踏まなけれ
ばならなかっただろう。 
 
・ 参加者 A は制度の直接参加者である。排出源６つのオリジナル排出源リストと 20,000tCO2e のオリ

ジナルベースラインを持っている。2002 年から 2006 年までのそのオリジナル目標の合計は 2000 
tCO2e である。 

 
・ 同じ遵守年 2002 年内に、参加者 A は発電のために CHP プラントの設置を決め、そのためオリジナ

ルベースライン排出量が 8000 tCO2e の電気メーター2 個を閉鎖した。実際には、参加者 A は代替排

出源を設置し、２つの排出源を閉鎖したのである。 
 
・ 参加者 A は排出源４つの中間排出源リストを持ち、その中間ベースラインは 12,000 tCO2e である。 
 
・ 参加者 A は 2000 を 20,000 で割り分数を計算して、0.1 になった。参加者 A はこの分数を閉鎖した排

出源（8000）のオリジナルベースライン排出量に適用して、800 になり、これをそのオリジナル目標

の合計 2000 tCO2e から引き、中間目標の合計 1200 tCO2e を得た。これで参加者 A は閉鎖した排出

源に関して制度の規則に従ったことになる。 
 
・ 参加者 A は閉鎖した排出源の代替排出源である排出源を取得したので、その新しい排出源リスト、ベ

ースライン及び目標を計算しなければならない。参加者 A は排出源５つの新しい排出源リストを持

ち、その新しいベースラインは 20,000 tCO2e である（新しい排出源がオリジナル排出源の代替であ
るので、新しいベースラインはオリジナルベースラインと同じである）。 

 
・ 参加者 A は 2000 を 20,000 で割り、分数を計算して 0.1 になる。参加者 A はこの分数を閉鎖した排

8000 800
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出源のオリジナルベースライン排出量（8000）にこの分数を適用して、800 になり、これを中間目標

の合計 1200 tCO2e に加え、新しい目標の合計は 2000 tCO2e になる。 
 
・ 遵守年の終りに、参加者 A は ETA に、その現在目標に変更はなかったと報告し、従って排出権は取

り消されない。 
 
 
エネルギーの間接的排出に関する排出係数  
 
B.20  直接参加者は電力又は熱利用による間接的

排出を制度に入れる。0.43kg CO2/kWh の排出係数

は電力利用による二酸化炭素排出量を計算するた
めに利用される31。この値は協定で利用される値と

同じである。制度の最初の段階を通してこの値は
変わらない。従って制度期間中に排出源リスト、

ベースライン及び目標の変更を促すものではない。 
 
I P C C 換算率の変更  
 
B.21  直接参加者の絶対的目標は tCO2e の単位で

測定する。直接参加者は気候変動に関する政府間
パネル（IPCC）が指定した５つの非二酸化炭素の

地球温暖化指数換算率を用いなければならない。 
 
B.22  IPCC はこれらの換算率を更新することが
できる。IPCC がこの換算率を更新し、京都議定書

締約国がこの修正を受け入れた場合、制度の直接

参加者はこれに従ってそのベースラインと残存す
る目標量を更新するように求められる。換算率の

変更は遡及して適用されない。従って、直接参加
者が過去の目標を遵守していたら、その遵守状態

に変化はない。 
 
B.23  IPCC が、英国・制度における最初の段階の

期間中に換算率を更新する可能性は低いだろう。 

                                                 
31 報告ガイドライン及び関連プロトコルは電力の

間接的排出量の測定と報告に関する詳細を提供す

る。 
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附属書 C                                  
 
用語集  
 
用語が英国排出権取引制度独自の方法で定義されている場合、本書では常に頭文字を大文字にしている。 
 
用語  説明  本文中の関連する主な節  
協定 2000 年財政法に基づく気候変動に関する協定  

1.2（ii） 
協定参加者 気候変動に関する協定を通し目標をもって制度に加

わる参加者 
 
3 節 

排出権 直接参加者又は協定参加者に割当てられる商品に関

する一般用語で、二酸化炭素換算トンで表示され、

制度内で取引できる。 

 
 
- 

年間目標 オークションで設定された年間排出削減 2.36 
ベースライン又は

ベースライン排出
量 

排出源リストに記載された排出源からの年間平均排

出量で、将来の排出削減の基準点として用いられる。
一般に一定の例外を条件として、1998 年から 2000
年に関して計算される。 

 
 
 
2.16 

上限（キャップ） 一般的意味：特定期間全体の総排出量の限度 
制度での意味：直接参加者の遵守期間全体の排出量。
また遵守期間に直接参加者に交付される排出権の最

大割当で、直接参加者のベースライン及び年間目標

に関連して決定される。 

 
 
- 
 

変更境界点 企業構造又は操業の変更が排出源リスト、ベースラ
イン及び目標の調整をもたらす境界点 

 
2.23 及び附属書 B 

遵守期間 排出量の測定・報告対象期間 - 
クレジット 二酸化炭素換算トン数で表示され、制度で取引でき

る国内又は国際排出量削減プロジェクトによる商品 
 
6 節 

直接参加者 制度に加わり、奨励金により目標を引受ける参加者  
1.2(i) 

排出量 
 
 
 
 
 
さらに直接排出量 
    間接排出量 

京都議定書の対象となる温室効果ガス排出量（二酸

化炭素（CO2）、メタン（CH４）、窒素酸化物（N2O）、

ハイドロフルオロカーボン（HFCs）、パーフルオロ
カーボン（PFCs）、及び六フッ化硫黄（SF６）） 
 
現場で発生する排出量 
現場外で発生するが、現場での活動と関連した排出
量 

 
 
 
 
 
- 

ETA 排出権取引機関 7.5 
重要性 測定及び報告に関する不確実性が著しくなる到達点 4.11 
非目標保有者 目標を引受けないで制度に加わる者（即ち、直接参

加者でも協定参加者でもない者） 
 
1.3 

参加者 制度に参加する者（目標保有者及び非目標保有者両

方を含む） 
 
- 

プロトコル 直接参加者がベースライン排出量及び年間排出量を

測定し、報告する方法を詳述した特定の方法論（報
告ガイドラインに附属する） 

 
 
4.2 

調整期間 遵守期間終了後にすぐ続く期間。この期間中に目標

保有者は遵守に必要な排出権を買うことができる。 
 
 
- 

報告ガイドライン 直接参加者がベースライン及び年間排出量を測定・

報告する際に従う原則を詳述した指針 
 
4.2 

制度 2001年8月付けの枠組文書に詳述された英国排出権

取引制度 
 
 



Framework for the UK Emissions Trading Scheme 
http://www.defra.gov.uk/environment/climatechange/trading/pdf/trading-full.pdf 
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用語  説明  本文中の関連する主な節  
規模境界点 排出源リストの排出源がベースラインに含まれなけ

ればならない境界点 
2.18（7） 

排出源 一般的意味：温室効果ガスの排出源 
 
制度での意味：現場内の同じ種類の、ひとつ又は複

数のポイント排出源の集合体（“ポイント排出源”と

は個別に特定できる、温室効果ガスが排出されるポ
イントである） 

 
 
 
 
 
2.3 

排出源リスト 制度に持込まれる排出源を説明したリスト 2.18 
目標 
 
さらに、 
    相対的目標 
 
 
    絶対的目標 
 

一定期間をとおして一定量まで排出量を削減するコ
ミットメント 
 
生産単位に関連して定義された協定参加者の排出量

／エネルギー目標 
 
生産レベルに関係なく、排出量上限を設定した協定

参加者又は直接参加者の排出量目標 

 
5.2 
 
 
 
 
 
 
 

目標保有者 目標を引受けて制度に参加する温室効果ガスの直接

又は間接排出者（即ち、直接参加者又は協定参加者） 
 
 
1.2 

二酸化炭素換算ト

ン 
制度での測定単位  

4.2 
     


